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資料 3-1 応急仮設住宅建設可能用地調査票               
出典：東京都震災復興マニュアル(P3-1-17)  
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資料 3-2 応急仮設住宅必要戸数の推計方法 

〇  事前推計 

主な推計方法は下記の３つであるが、推計方法 2、3は発災後の推計であることから、

各自治体では事前推計として推計方法１を採用しているケースが多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊推計方法 1の根拠となる実績 

 

 

 

 

 

 

【住家被害に対する割合の採用値事例】 

住家被害に対する割合を各自治体等では、以下のように設定している。 

資料名 算出方法 備   考 

広域巨大災害に備えた仮設期の住ま

いづくりガイドライン(国土交通省中

部地方整備局) 

住家被害×25％ 

近年の災害実績を統合した

参考値 

東京都住宅政策本部資料 住家被害×2～3割  

江戸川区仮設住宅設置マニュアル 住家被害×20％ 
津波の影響がある東日本大

震災を除外した実績値 

広島県応急仮設住宅建設マニュアル 住家被害×19.4％ 阪神・淡路大震災の実績値 

島根県応急仮設住宅建設マニュアル 住家被害×21.4％ 
新潟県中越地震（建設+借上

げ）の実績値 

＊足立区では「応急仮設住宅建設必携」、東京都資料の２～３割の中間値 25％を採用し、

応急仮設住宅必要戸数＝住家被害(全・半壊)56,000棟×25％＝14,000戸とする。 
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〇  被災後の推計 

被災後の応急仮設住宅必要戸数は、生活実態調査等の住民意向調査により決定するが、

調査結果の集計までには時間を要することから、先に大まかな供給量を推計方法 2、3

等により把握し、その後、実態に即した要望戸数へと適宜見直していく。 

                          
２ 住宅の全・半壊による避難者の割合を推計 

 〇 避難者へのヒアリングや過去の災害の事例による推計 

５ 民間賃貸住宅の借上げ 

（みなし仮設）戸数把握 

６ 必要戸数の推計 

 

４ 一時提供住宅利用可能

戸数把握 

①  区営住宅の空室 

②  区内都営住宅等の空室 

③  その他 

（都市機構･公社住宅等） 

３ 応急仮設住宅への希望者の割合を推計 

 〇 避難者へのヒアリングや過去の災害の事例による推計 

１ 避難世帯数の把握 

 ○ 災害対策本部に集まる避難所滞在世帯等の集計結果による把握 

10 供給可能量の算出 

 

８ 必要面積の把握 

７ 意向調査等による必要戸数の見直し 

 

９ 建設用地の選定 

 



 
資料-128 

資料 3-3 応急仮設住宅建設に関する民有地の借上げに関する取組みの視点 

○ 密集市街地など、大被害が予想される地域では、応急仮設住宅の建設用地となる区

有地の不足が想定されることから、被災後の用地確保に向けて、事前から大規模民

有地の借上げなどに関する協定案を作成することが望まれる。 

○ 実施に当っては、事前から民有地借上げに向けて区民へ広くＰＲするとともに、各

ブロック内での応急仮設住宅想定必要量をもとに、協力が求められる民有地所有者

への個別の働きかけを進めていく。 

○ 借上げにあたっては、被災地短期借地権制度※の活用を図る。 

※  大規模な災害の被災地における借地借家に関する特別措置法（平成 25年法律第

61号）により、被災地において、存続期間を 5年以下とし、かつ更新がない借

地権の設定を求めることとしたもの。  
案１) 企業・工場等の民有地借上げに関するスキーム           
案２) 大規模農地の活用による応急仮設住宅／一時提供住宅利用の検討 
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 応急仮設住宅などの確保等に向けた、民有地の活用方策の一つとして、将来的な市街

化促進を視野に入れた大規模農地の有効活用が考えられる。 

宅
地
化
農
地
の
活
用 

○ 宅地化農地については、将来的な市街化促進に向けた動機づけを与えるた

め、一時提供住宅としての利用を目的とする集合住宅などの建設支援を行う

ことが考えられる。 

○ 具体的には、被災者用一時提供住宅としての要件を満たして建設された集合

住宅について、区が被災者に入居斡旋や家賃補助などを行うことが考えられ

る。 

 

 

 

 

 

   

効果 ・  土地所有者にとっては、震災後に集合住宅を建設した後、一時提供    

住宅として区に入居斡旋などを行ってもらうことにより定期的な

賃料収入の確保が可能 

・ 一定の条件による計画的宅地化や賃貸住宅建設への優遇措置の活  

用により、良好な市街化促進、一時提供住宅の確保が期待  
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資料 3-4 足立区における応急仮設住宅の必要量と供給可能量 

○ 応急仮設住宅の用地確保にあたっては､できるだけ各ブロック内で被災者の住ま

いの確保に努めることが望まれるため、あらかじめ、各ブロック内での必要量及び

供給可能量の把握が望まれる｡ 

○ 算出にあたっては、既に公表されている区全体の被害想定の結果を前提として､各

ブロック内での想定被害率を求めることにより行う｡（この値は､事前からのオープ

ンスペースの利用調整を把握する際の目安であり、この結果が即各ブロック内での

被害の程度を示すものではない） 
◆算出方法 

①  丁目別の地域危険度総合評価(1～5)をもとに、ブロック別の平均危険度を算出 

例えば､１ブロックの場合 

Σ(１ブロック内の各丁目のランク×各丁目の面積)／１ブロックの総面積 

＝１ブロックの平均危険度 

②  地域防災計画に示す区全体の地震被害想定結果(建物全壊＋半壊＋焼失棟数 

＝約 56,000 棟…Ａ）より、区全体の被害世帯数がＡの近似値となるように､危険度

のランクを被害率に置き換えて､ブロック別の被害率を算出(下記参照) 

③  被害棟数の 25％を応急仮設住宅想定必要量とする。⇒資料 3-1 

全・半壊戸数 56,000棟×25％＝14,000棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆算出結果

平屋建 2,3階建 平屋建 2,3階建 平屋建 2,3階建

1 16,908 3.31 73.50% 12,427 3,107 86 111 119 153 205 264

2 8,933 0.46 27.40% 2,448 612 359 458 359 458

3 11,121 2.63 65.52% 7,286 1,821 77 100 77 100

4 13,319 2.49 63.75% 8,491 2,123 55 72 55 72

5 10,700 1.31 46.24% 4,948 1,237 200 258 200 258

6 6,080 0.34 23.55% 1,432 358 1,089 1,396 243 312 1,332 1,708

7 6,075 1.24 44.99% 2,733 683 123 157 123 157

8 11,189 0.63 32.07% 3,588 897 516 665 516 665

9 10,542 0.47 27.70% 2,920 730 63 80 358 468 421 548

10 6,478 0.26 20.59% 1,334 333 20 26 702 903 722 929

11 8,113 0.35 23.90% 1,939 485 80 103 418 541 498 644

12 5,312 0.37 24.57% 1,305 326 77 98 253 325 330 423

13 8,851 0.49 28.28% 2,503 626 62 79 62 79

14 8,563 0.13 14.56% 1,247 312 121 156 395 509 516 665

15 8,942 0.15 15.65% 1,399 350 589 757 589 757

総計 141,126 56,000 14,000 1,536 1,970 4,469 5,757 6,005 7,727

合　　計
地域防災計画候補地

建設可能戸数

当マニュアル候補地

建設可能戸数ブロック
建物棟数

(棟)

平均

危険度

平均危険度

⇒被害値に

置換

被害棟数

(棟)

仮設住宅

必要戸数
[被害棟数の25%]
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資料 3-5 応急仮設住宅供給可能量の算出根拠 

〇  住戸規模・住戸タイプ 

標準的な住戸規模については、厚生労働省の告示で 29.7 ㎡（9 坪程度）と定められ

ており、２DKタイプが最も標準的な住戸タイプとなっているが、想定される家族形態

に応じて、１DK（６坪）、３K（12坪）等のバリエーションをつける必要がある。 

タイプ別の供給戸数については、入居希望者の実態や意向調査によることが望ましい

が、迅速に供給する必要がある場合には、過去の事例や足立区の世帯構成により、設定

する。 

（参考値）東日本大震災における㈳プレハブ建築協会の実績 6坪：9坪：12坪＝１：３：１ 

 

【住戸タイプ例（宮城県女川町仮設住宅）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ＤＫ（６坪）タイプ ２ＤＫ（９坪）タイプ 

３Ｋ（12坪）タイプ 
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〇  最低敷地規模・住棟プラン 

  敷地内動線等を考慮し、１棟６戸を標準とし、敷地境界からの離隔距離を４ｍ程度

取ると、下記のように 16×30＝480㎡となることから、6戸 500㎡を標準単位とする。 

  1戸当たりの敷地面積は 500㎡÷6＝83㎡となり、阪神淡路大震災の事例では 1戸当

たりの敷地面積が 60～100㎡であったことから、適切な面積であるといえる。 

 

 

 

 

 

 

（参考）応急仮設住宅２、3階建ての事例 

足立区の被害想定の中で最も被害が大きい東京湾北部地震による建物被害が起こった場合、

区内の 500㎡以上の全公園に応急仮設住宅を建設しても、必要戸数に足りない結果となった。 

このため、過去の実績から、２、3階建てとした場合の供給可能量を参考として示す。 

例）女川町仮設住宅 建設戸数 189戸、建築面積：12,300㎡→１戸当たり敷地面積：65㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省資料  
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資料 3-6 応急仮設住宅建設候補地調査票 

 

  
 

 

 

 

                           
 

出典：足立区資料 
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資料 3-7 一時提供住宅(都内)リストフォーマット(発災後調査用)(案)              
出典：東京都震災復興マニュアル 
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資料 3-8 応急修理実施の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：災害事務取扱要領(内閣府) 
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資料 3-9 応急修理実施要領（案） 

 

住宅の応急修理実施要領（案） 
（令和○年○月○日決定） 

 

災害救助法（以下「法」という。）では、「応急救助」、「自治体自らが実施する現物給付」

という基本原則の下で住宅の応急修理を行なうこととされているが、この実施要領は、（災害名）

における、法に基づく住宅の応急修理の取 扱について定めるものである。 

なお、本制度の対象となる、法の適用を受けた市町村は、（都道府県名）内の（数字）市町 

村（○市〇町〇村）である（令和○年○月○日適用）。 

 

１ 対象者 

(1) 以下の全ての要件を満たす者（世帯） 

① 当該災害により大規模半壊、半壊等の住家被害を受けたこと。 

災害により大規模半壊又は半壊（半焼）若しくはこれに準ずる程度の損傷として一部損壊

のうち損害割合が 10％以上 20％未満の住家被害を受け、そのままでは住むことができない

状態にあること。 

ただし、対象者が自宅にいる場合であっても、日常生活に不可欠な部分に被害があれば、

住宅の応急修理の対象として差し支えない。 

※ 全壊の住家は、修理を行えない程度の被害を受けた住家であるので、住宅の応急修理の対

象とはならないこと。ただし、全壊の場合でも、応急修理を実施することにより居住が可

能である場合はこの限りでない。 

② 応急修理を行なうことによって、避難所等への避難を要しなくなると見込まれること。 

対象者（世帯）が、現に、避難所、車等で避難生活を送っており、応急修理を行うことで、

被害を受けた住宅での生活が可能となることが見込まれる場合を対象とする。 

③ 応急仮設住宅を利用しないこと。 

住宅の応急修理と重複して、応急仮設住宅（建設型応急住宅、賃貸型応急住宅等）を利用

することは、応急修理の目的を達成できないことからこれを認めない。 

 

(2) 資力等の要件 

災害のため住家が半壊、半焼若しくはこれに準ずる程度の損傷を受け、自らの資力では応急

修理をすることができない者については、都道府県又は市町村において、その被災者の資力を

把握し、ある程度資力がある場合は、ローン等個別事情を勘案し、判断する。 

資力要件については、制度の趣旨を十分に理解し運用すること。 
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２ 住宅の応急修理の範囲及び基本的考え方 

(1) 住宅の応急修理の範囲 

住宅の応急修理の対象範囲は、屋根等の基本部分、ドア等の開口部、上下水道等の配管・

配線、トイレ等の衛生設備の日常生活に必要欠くことのできない部分であって、緊急に応急

修理を行うことが適当な箇所について、実施することとする。  

 

３ 基準額等 

(1) 住宅の応急修理のため支出できる費用は、原材料費、労務費及び修理事務費等一切の経費 

を含むものとし、1世帯あたりの限度額は以下のとおりとする。 

①  大規模半壊又は半壊若しくは半焼の被害を受けた世帯 595,000 円以内 

②  半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世帯  300,000 円以内 

(2) 同一住家 ( 1 戸）に 2 以上の世帯が居住している場合に住宅の応急修理のため支出できる

費用の額は、(1)の 1 世帯当たりの額以内とする。 

(3) 借家の取扱い 

借家は、本来その所有者が修理を行うものであるが、災害救助法の住宅の応急修理は、住

宅の再建や住宅の損害補償を行うものではなく、生活の場を確保するものであるから、借家

であっても、所有者が修理を行えず、かつ、居住者の資力をもってしては修理できないため

に現に居住する場所がない場合は、所有者の同意を得て応急修理を行って差し支えない。 

 

４ 手続の流れ 

県又は事務委任を受ける市町村（以下、「県等」という。）は、被災者に対する住宅相談窓

口を開設し、業者の斡旋と併せて応急修理制度の概要を説明する。以後の手続きは資料の

とおり。 

災害救助法が適用市町村一覧 

 

〇〇 都道府県  

〇〇市 、○○市 、〇〇市 、〇〇市 、○○市 、〇〇市 、〇〇市 、○○市 、

〇〇市 、 〇〇市 、○○市 、〇〇市 、〇〇市 、○○市 、〇〇市 、〇〇市 、

○○市 、〇〇市 、〇〇市 、○○市 、〇〇市 、  

（ 以上令和○年○月○日 適用） 

 

出典：災害事務取扱要領(内閣府) 
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資料 3-10 工事完了報告書様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：災害事務取扱要領(内閣府) 
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資料 3-11 応急仮設住宅に関する取組みの視点 

○ 地域ごとに把握した応急仮設住宅の必要量に基づき､できるだけ身近な地域で被災

者の住まいの確保ができるように建設地の選定を行う。 

○ 環七以南の密集市街地では、甚大な家屋被害により、多くの被災者に対する応急仮

設住宅の確保が必要となることが予測されるが、一方で、応急仮設住宅の建設が可

能なオープンスペースが不足することが想定される。このため、事前に整理した「利

用可能オープンスペース候補地」に加え、以下の用地の確保に努める。 

・ 民有地の借上げルール化（日常時からの事前協定の締結） 

・ 都市計画施設先行取得用地活用 

・ 区の先行取得用地（発災後、利用調整） 

・ 学校・公益施設跡地等（小中学校や施設の建替え・統廃合を視野に）等 

○ 限られた土地でできるだけ多くの応急仮設住宅を建設するために、２～３階建て工

法について検討する。 

○ 入居者の選定方式として、避難所単位や学校区単位など、できるだけ地域のコミュ

ニティを壊さないような方法を検討する。 

  

資料 3-12 応急仮設住宅の建設／運営に関する取組みの視点 
○ 応急仮設住宅の入居にあたっては、通常、要支援者などの優先入居や抽選方式では、

被災前のコミュニティが配慮されずに、高齢者の孤独死などの問題が予想される。

このため、都が実施する建設計画や入居者選定に当り、区の提案を継続的に投げか

けていくことが望まれる。以下に、その提案を示す。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

被 
 

 
 

 
 

 
 

 

災 

個別に移転 

・ 一時提供住宅（空室利用 

・ 応急仮設住宅（遠隔地含む） 

 

集団移転 

（社会的弱者も含む→できる

限り近傍・早期移転を図る） 

・ 応急仮設住宅 

（できるだけ地区内 

  →ブロック内→区内） 

・ 一時提供住宅 

（建物ごと借り上げ） 
 

移
転
先
を
確
実
に
把
握 

復
興
ま
ち
づ
く
り
の
進
捗

を
阻
害
し
な
い
よ
う
配
慮 

(できるだけ早くプ
ライバシーを確

保したい 等) 

(できるだけ住み慣
れた地域に暮ら

したい 等) 
 

居
住
継
続 

 

避
難
所 

 

疎 

開 
 

自力仮設 

公
的
あ
っ
せ
ん 

個別募集 

応急修理

転居 

疎開 

地域募集 

を想定した事前 
把握が望ましい 
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資料 3-13 応急仮設住宅における課題と解決策 

阪神・淡路大震災での事例による仮設住宅の課題 

課 
 

題 

○(一般世帯向け)標準的仮設住宅 

(１戸当り 29.7㎡：２Ｋ、６戸を建築単位)       
 

被災者の声 

・狭い/隣の物音が筒抜け/すきま風が入る 

・段差等が多くバリアフリーの視点が欠如 

・ひさしがない/コンセントが少ない 

・路面が未舗装/街灯・駐車場･自転車置場

がない 

・買物場所/病院/役所の窓口等生活施設が

ない 

○高齢者・障害者用地域型仮設住宅 

(共同トイレ、風呂、炊事場付／２階建て) 

 

 

 

 

 

 

 

・相談員・寮母の配置や緊急ブザー・火災報

知機の設置、車椅子生活者用内装設計 

 

被災者の声 

・入居者同士の交流を作る団欒の場がない 

・ヘルパーが夜間はいない 等 

課題の解決に向けて 

施
設
配
置
等 

①共同利用施設の配置（大規模な敷地が確保できる場合） 

・一定規模以上の用地が確保可能な場合、上記の被災者の課題に対応するため、仮設住宅

の建設に加え、以下の施設配置が必要である。この際、建設戸数に応じた施設配置の目

標水準などを定めておくことが望ましい。 

(例) 交流広場：日頃の井戸端会議の場、イベント開催の場として活用等 

集会所 ：日常の会合や○○教室等の場、区役所等の相談所として活用 

 自転車置場：使える自転車を持ち寄り、小規模なレンタルシステムを実施等 

②仮設店舗等の配置 

・住宅戸数の一定割合を店舗枠として設定。地元商店の仮再建及び被災者の利便性向上が

期待 

入
居
方
式
（
選
定
） 

①地域単位での募集（できる限り被災前の居住地に近い場所に） 

・地域毎（避難所単位・学校区単位等）に希望者を募り集約したものをもとに選定する。 

・社会的弱者（高齢者・障害者のいる世帯、母子家庭等）については、その中で優先入居

を図る。（特定箇所に固めずに、住宅戸数の一定割合以下とする等分散させる。また、

社会的弱者を含むグループについてはできる限り近傍に、かつ早期移転を図る。） 

・仮設商店街を設置するなど、特に地域コミュニティへの配慮が必要な場合も考慮する。 

②個別募集 

・並行して被災者の希望に応じた個別募集も行う。（遠隔地へのあっせんを含む） 
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資料 3-14 東日本大震災で採用された応急仮設住宅の種類  
○ 東日本大震災では、様々な工法による新規建設型の応急仮設住宅が供給された。

その中には 2～3階建ての PCパネルによる応急仮設住宅もあった。 

○ また、民間賃貸住宅の借上げや公的住宅等の空き住戸の活用も行われた※。 

※ 東日本大震災では、「平成２３（２０１１）年東北地方太平洋沖地震に係る

災害救助法の弾力運用について（その３）」（平成２３年３月２５日付社援

総発０３２５第１号厚生労働省通知）により、被災県でない都道府県が、避

難者を受け入れるために公営住宅を活用した場合、応急仮設住宅として国庫

負担の対象となる弾力的な措置がとられた。                  
 

出典：東京都資料        
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資料 3-15 西日本豪雨や北海道胆振東部地震で採用された応急仮設住宅の種類  
 平成 30年 7月の西日本豪雨や平成 30年 9月の北海道胆振東部地震では、移動式木

造住宅を利用した「ムービングハウス」の応急仮設住宅が供給された。 

 

ムービングハウスは工場で製造する木造の一般住宅。解体せずに基礎から建物を切り

離してクレーンで吊り上げ、家具もそのままで貨物としてトラックに載せて輸送できる

高い移動性を有している。 

 

国際規格の海上輸送コンテナと同じ形・サイズ(長さ12m×幅2.4m、広さ約30

㎡が基本ユニット。半分サイズも有)に統一されているため、道路の通行に特別な

許可を必要とせず、フェリーなどの海上輸送にも迅速に対応可能。 

設置後は、電気・上下水道、ガスに接続すれば、すぐに生活をはじめることがで

きます。被災地で一から職人が組み立てる建設型の応急仮設住宅に比べ、職人不

足や悪天候などの影響を受けることもありません。被災者が早期に入居できるこ

とは、災害関連死や健康被害のリスクの軽減にも有効である。 

 

ムービングハウスは、もともと一般の住宅として開発・使用されています。し

たがって一般の住宅と同等の耐震性、断熱性・気密性、防音性などの性能を備え

ています。 

その他にも安全性・住みやすさ・経済性などの面において一般的な仮設住宅より

も優れており、注目されている。 

令和2年7月に起きた九州豪雨の際には平成30年7月に起きた西日本豪雨の被害に

あった倉敷市で使用されていたムービングハウスをそのまま利用した事例もあ 

り、別の場所で災害が起きた時の再利用も可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府資料 
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資料 3-16 東京都における応急仮設住宅の建設、入居の考え方 

○ 応急仮設住宅の建設 

応急仮設住宅の供給に当たっては、以下に示すとおり、公有地等の外民有地も

活用し、被害状況を踏まえ、適切な方法により供給する。 

① オープンスペース等利用計画などにより確保された公有地等 

② 個人等により、提供・確保された民有地（他の被災者用の応急仮設住宅を

提供する場合に限る。） 

③ 民有地の活用に際しては、都市計画事業との調整に留意する 

また、想定される入居者層の世帯規模や高齢者・障害者・子育て世帯等の利用に

配慮する外、公共施設、福祉施設、生活利便施設等へのアクセスなど、可能な限り、

想定される入居者のニーズに配慮する。なお、高齢者等、日常生活ヒ特別な配慮を

必要とする者が複数いる場合、老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備

を有する福祉仮設住宅の設置を検討する。 

（今後の検討項目） 

・ 必要に応じて団地内の自治活動等のための集会施設等を付設する。 

・ なお、被災市街地復興土地区画整理事業の活用により、都市計画決定後にお

いても、事業認可前においては、事業用仮設住宅を先行設置して利用するな

ど、関係部署と連携しながら、多様な手法を用いて仮設住宅の供給を図る。 

 

○ 入居選定基準・募集計画の策定 

入居の募集に先立ち、入居者選定基準を策定し募集計画を作成する． 

選定の基準・入居条件等については、できる限り従前コミュニティの維持・形

成等に配慮しながら、均衡のとれたものとする。 

また、高齢者等住宅確保要配慮者の入居者募集・選定・入居手続きにあたって

は以下の点に配慮する。 

・ バリアフリー化が進んでいる公的住宅等への優先入居を行う。  

・ 見守り等の生活支援サービスに福祉部門などと連携して取り組む。  

※ 都営住宅、区市町村住宅は、公営住宅法の特定入居となる場合も見

据えた入居者の選定を行うことが望ましい。 

出典：東京都震災復興マニュアル 
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資料 3-17 応急仮設住宅等入居者選定基準（案）                         
出典：東京都震災復興マニュアル     
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資料 3-18 応急仮設住宅支援員の事業実施内容   
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出典：区市町村震災復興標準マニュアル  
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資料 3-19 応急仮設住宅／一時提供住宅入居者名簿フォーマット案                                       
出典：東京都震災復興マニュアル 
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資料 3-20 応急的な住宅から恒久的な住宅の確保に向けたプロセスと支援メニュー例    
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資料 3-21 恒久的な住宅の供給量のフレーム案                                 
出典：東京都震災復興マニュアル 
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資料 3-22 住宅復興計画のフレーム案                                
出典：東京都震災復興マニュアル 
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資料 法-1【建築基準法第 84条第 1項：被災市街地における建築制限】 

第一次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

資料 法-2【建築基準法第 84条第 2項：被災市街地における建築制限】 

第一次建築制限 
 

 

 

 

資料 法-3【建築基準法第二条：用語の定義】 

第一次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

資料 法-4【建築基準法第四条：建築主事】 

第一次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

特定行政庁は、市街地に災害のあった場合において都市計画又は土地区画整理法による土 

地区画整理事業のため、必要があると認めるときは、区域を指定し、災害が発生した日か 

ら 1か月以内の期間を限り、その区域内における建築物の建築を制限し、または禁止する 

ことができる。 

（中略） 

特定行政庁は、さらに 1か月を超えない範囲において前項の期間を延長することができる。 

（中略） 

三十五 特定行政庁 建築主事を置く市町村の区域については当該市町村の長をいい、その

他の市町村の区域については都道府県知事をいう。ただし、第九十七条の二第一項の規定

により建築主事を置く市町村の区域内の政令で定める建築物については、都道府県知事と

する。 

第四条 政令で指定する人口二十五万以上の市は、その長の指揮監督の下に、第六条第一項

の規定による確認に関する事務をつかさどらせるために、建築主事を置かなければならな

い。 

２ 市町村(前項の市を除く。) は、その長の指揮監督の下に、第六条第一項の規定による確

認に関する事務をつかさどらせるために、建築主事を置くことができる。 



 
資料-158 

資料 法-5【建築基準法第九十七条：特別区の特例】 

第一次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

資料 法-6【建築基準法施行例第二条：都道府県知事が特定行政庁となる建築物】 

第一次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

資料 法-7【建築基準法第百四十九条：特別区の特例】 

第一次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第九十七条の三 特別区においては、第四条の第二項の規定によるほか、特別区の長の指揮

監督の下に、この法律中建築主事の権限に属するものとされている事務で政令で定めるも

のをつかさどらせるために、建築主事を置くことができる。この場合においては、この法

律中建築主事に関する規定は、特別区が置く建築主事に適用があるものとする。 

（以下略） 

第二条の二 法第二条第三十五号ただし書の政令で定める建築物のうち法第九十七条の二

第一項の規定により建築主事を置く市町村の区域内のものは、第百四十八条第一項に規定

する建築物以外の建築物とする。 

２ 法第二条第三十五号ただし書の政令で定める建築物のうち法第九十七条の三第一項の 

規定により建築主事を置く特別区の区域内のものは、第百四十九条第一項に規定する建築

物 

第百四十九条 法第九十七条の三第一項の政令で定める事務は、法の規定により建築主事の

権限に属するものとされている事務のうち、次に掲げる建築物、工作物又は建築設備（第

二号に掲げる建築物又は工作物にあつては、地方自治法第二百五十二条の十七の二第一項

の規定により同号に規定する処分に関する事務を特別区が処理することとされた場合に

おける当該建築物又は工作物を除く。）に係る事務以外の事務とする。 

一 延べ面積が一万平方メートルを超える建築物 

二 その新築、改築、増築、移転、築造又は用途の変更に関して、法第五十一条（法第八十

七条第二項及び第三項並びに法第八十八条第二項において準用する場合を含む。以下この

条において同じ。）（市町村都市計画審議会が置かれている特別区の建築主事にあつては、

卸売市場、と畜場及び産業廃棄物処理施設に係る部分に限る。）並びに法以外の法律並び

にこれに基づく命令及び条例の規定により都知事の許可を必要とする建築物又は工作物 

三 第百三十八条第一項に規定する工作物で前二号に掲げる建築物に附置するもの及び同

条第三項に規定する工作物のうち同項第二号ハからチまでに掲げる工作物で前二号に掲

げる建築物に附属するもの 

四 第百四十六条第一項第一号に掲げる建築設備で第一号及び第二号に掲げる建築物に設

けるもの 

（以下略） 
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資料 法-8【建築基準法（昭和二十五年五月二十四日法律第二百一号）】 

第一次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 法-9【国土利用計画法第 27条の６：監視区域の指定】 

土地取引規制 
 

 

 

 

 

 

資料 法-10【被災市街地復興特別措置法第 24条：監視区域の指定】 

土地取引規制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指定確認検査機関に対する配慮） 

第七十七条の三十三 国土交通大臣及び地方公共団体は、指定確認検査機関に対して、確認

検査の業務の適確な実施に必要な情報の提供その他の必要な配慮をするものとする。 

（仮設建築物に対する制限の緩和） 

第八十五条 非常災害があつた場合において、その発生した区域又はこれに隣接する区域で

特定行政庁が指定するものの内においては、災害により破損した建築物の応急の修繕又は

次の各号のいずれかに該当する応急仮設建築物の建築でその災害が発生した日から一月

以内にその工事に着手するものについては、建築基準法令の規定は、適用しない。ただし、

防火地域内に建築する場合については、この限りでない。 

一 国、地方公共団体又は日本赤十字社が災害救助のために建築するもの 

二 被災者が自ら使用するために建築するもので延べ面積が三十平方メートル以内のもの 

(以下略) 

都道府県知事は、当該都道府県の区域のうち、地価が急激に上昇し、又は上昇するおそれ

があり、これによつて適正かつ合理的な土地利用の確保が困難となるおそれがあると認めら

れる区域（第十二条第一項の規定により規制区域として指定された区域を除く。）を、期間

を定めて、監視区域として指定することができる。 

都道府県知事又は地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一

項の指定都市の長は、被災市街地復興推進地域のうち、地価が急激に上昇し、又は上昇する

おそれがあり、これによって適正かつ合理的な土地利用の確保が困難となるおそれがあると

認められる区域を国土利用計画法（昭和四十九年法律第九十二号）第二十七条の六第一項の

規定により監視区域として指定するよう努めるものとする。 
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資料 法-11【「国土利用計画法に基づく土地取引の規制に関する措置等の運用指針（国

土交通省 改正平成 27年 3月 27日）」より抜粋】 

土地取引規制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 法-12【大規模災害からの復興に関する法律 第 10条（復興計画）】 

復興まちづくり計画（原案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

４ 特定被災市町村等は、復興計画に当該特定被災市町村等以外の者が実施する復興整備事

業に係る事項 を記載しようとするときは、当該事項について、あらかじめ、その者の同

意を得なければならない。  

５ 特定被災市町村等は、復興計画を作成しようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催

その他の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

６ 特定被災市町村等は、復興計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。  

７ 前三項の規定は、復興計画の変更（内閣府令で定める軽微な変更を除く。）について準

用する。 

Ⅷ 監視区域について 

（中略） 

(４) 指定要件の判断に当たっての具体的指標について 

地価の動向に関する指定要件の判断に当たっての具体的指標としては、下記の①から④ま

での指標等が考えられる。 

① 用途地域別又は地価公示地点若しくは地価調査地点別の地価動向の推移、全国の類似

地域における地価動向の推移 

② 地域別の土地取引件数の推移、法人取引が占める割合の推移、法人取引に占める域 

外法人取引の割合の推移、短期間に転売を行う取引の件数の推移 

③ 金融機関の貸出金利の動向、不動産取引関連融資の実績の推移 

④ 開発プロジェクト等の構想若しくは計画の有無又は実施状況 

（以下略） 
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資料 法-13【大規模災害からの復興に関する法律 第 11条（復興協議会）】 

復興まちづくり計画（原案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 法-14【大規模災害からの復興に関する法律 第 42条（都市計画法の特例）】 

復興まちづくり計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定被災市町村等は、復興計画及びその実施に関し必要な事項について協議（第四項各号 

に掲げる協議を含む。）を行うため、復興協議会（以下「協議会」という。）を組織する

ことができる。  

２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。 一 特定被災市町村の長（以下「特定被災

市町村長」という。） 二 特定被災都道府県の知事（以下「特定被災都道府県知事」とい

う。）  

３ 特定被災市町村等は、必要があると認めるときは、前項各号に掲げる者のほか、協議会

に、次に掲げ る者を構成員として加えることができる。  

一 国の関係行政機関の長  

二 その他特定被災市町村等が必要と認める者 

（以下略） 

１（中略） 

２ 特定大規模災害等を受けた市町村（以下「被災市町村」という。）を包括する都道府県

は、当該被災市町村の長から要請があり、かつ、当該被災市町村における都市計画に係

る事務の実施体制その他の地 域の実情を勘案して必要があると認めるときは、その事務

の遂行に支障のない範囲内で、当該被災市町村に代わって自ら次に掲げる都市計画の決

定又は変更のため必要な措置をとることができる。  

一 前条第一項の規定による一団地の復興拠点市街地形成施設に関する都市計画  

二 被災市街地復興特別措置法（平成七年法律第十四号）第五条第一項の規定による被災

市街地復興推進地域に関する都市計画  

三 前二号に掲げるもののほか、当該被災市町村の区域の円滑かつ迅速な復興を図るため

に必要な都市計画  

３（以下略） 
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資料 法-15【大規模災害からの復興に関する法律 第 10条（復興計画）】 

復興まちづくり計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 法-16【大規模災害からの復興に関する法律 第 41条 

（一団地の復興拠点市街地形成施設に関する都市計画）】 

地区復興まちづくり計画（原案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

２ 一団地の復興拠点市街地形成施設に関する都市計画においては、次に掲げる事項を定

めるものとす る。  

一 住宅施設、特定業務施設又は公益的施設及び特定公共施設の位置及び規模  

二 建築物の高さの最高限度若しくは最低限度、建築物の延べ面積の敷地面積に対する

割合の最高限 度若しくは最低限度又は建築物の建築面積の敷地面積に対する割合

の最高限度  

３ 一団地の復興拠点市街地形成施設に関する都市計画は、次に掲げるところに従って定め

なければなら ない。 

 一 前項第一号に規定する施設は、当該区域内の地域住民の生活及び地域経済の再建の

ための拠点と しての機能が確保されるよう、必要な位置に適切な規模で配置するこ

と。  

二 前項第二号に掲げる事項は、再度災害を防止し、又は軽減することが可能となるよ

う定めること。 

（以下略） 

１（中略） 

２ 復興計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。  

一 復興計画の区域（以下「計画区域」という。） 

二 復興計画の目標  

三 当該特定被災市町村における人口の現状及び将来の見通し、計画区域における土地利

用に関する 基本方針（土地の用途の概要その他内閣府令で定める事項を記載したもの

をいう。以下「土地利用 方針」という。）その他当該特定大規模災害からの復興に関

して基本となるべき事項 

（以下略） 
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資料 法-17【被災市街地復興特別措置法（平成七年法律第十四号）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 法-18【被災市街地復興特別措置法 第 6条（市町村の責務等）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（被災市街地復興推進地域に関する都市計画） 

第五条 都市計画区域内における市街地の土地の区域で次に掲げる要件に該当するものに

ついては、都市計画に被災市街地復興推進地域を定めることができる。 

一 大規模な火災、震災その他の災害により当該区域内において相当数の建築物が滅失

したこと。 

二 公共の用に供する施設の整備の状況、土地利用の動向等からみて不良な街区の環境

が形成されるおそれがあること。 

三 当該区域の緊急かつ健全な復興を図るため、土地区画整理事業、市街地再開発事業

その他建築物若しくは建築敷地の整備又はこれらと併せて整備されるべき公共の用に供

する施設の整備に関する事業を実施する必要があること。 

２ (以下略) 

市町村は、被災市街地復興推進地域における市街地の緊急かつ健全な復興を図るため、緊 

急復興方針に従い、できる限り速やかに、都市計画法第十二条の四第一項第一号に掲げる 

地区計画その他の都市計画の決定、土地区画整理事業、市街地再開発事業その他の市街地 

開発事業の施行、市街地の緊急かつ健全な復興に関連して必要となる公共の用に供する施 

設の整備その他の必要な措置を講じなければならない。 

２ 被災市街地復興推進地域内の都市計画法第十二条第二項の規定により土地区画整理 

事業について都市計画に定められた施行区域の土地については、市町村が当該土地区画整 

理事業を施行するものとする。ただし、当該土地について土地区画整理法第三条第一項か 

ら第三項まで又は第五項の規定により土地区画整理事業が施行される場合は、この限りで 

ない。 

（以下略） 
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資料 法-19【被災市街地復興特別措置法施行規則 第 1条（許可申請書の添付書類）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 法-20【被災市街地復興特別措置法 第 7条（建築行為等の制限等）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災市街地復興特別措置法（以下「法」という。）第六条第三項の規定により被災市街地 

復興土地区画整理事業を施行しようとする都道府県、独立行政法人都市再生機構又は地方 

住宅供給公社は、土地区画整理法第五十二条第一項又は第七十一条の二第一項の認可を申 

請しようとするときは、認可申請書に法第六条第三項の規定による協議の上であることを 

証する書類を添付しなければならない。 

２ 法第六条第五項の規定により市街地再開発事業を施行しようとする都道府県、独立行 

政法人都市再生機構又は地方住宅供給公社は、都市再開発法第五十一条第一項又は第五十 

八条第一項の認可を申請しようとするときは、認可申請書に法第六条第五項の規定による 

協議の上であることを証する書類を添付しなければならない。 

被災市街地復興推進地域内において、第五条第二項の規定により当該被災市街地復興推進 

地域に関する都市計画に定められた日までに、土地の形質の変更又は建築物の新築、改築 

若しくは増築をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、都道府県知事（市 

の区域内にあっては、当該市の長。以下「都道府県知事等」という。）の許可を受けなけ 

ればならない。ただし、次に掲げる行為については、この限りでない。 

一 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの 

二 非常災害（第五条第一項第一号の災害を含む。）のため必要な応急措置として行う行

為 

三 都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為として政令で定める行為 

（中略） 

５ 都道府県知事等は、第一項の規定に違反した者又は前項の規定により付けた条件に違 

反した者があるときは、これらの者又はこれらの者から当該土地若しくは建築物その他の 

工作物についての権利を承継した者に対して、相当の期限を定めて、緊急かつ健全な復興 

を図るための市街地の整備改善を推進するために必要な限度において、当該土地の原状回 

復又は当該建築物その他の工作物の移転若しくは除却を命ずることができる。 
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資料 法-21【被災市街地復興特別措置法施行令 第２条 

（被災市街地復興推進地域内における都道府県知事の強化を要しない行為）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 法-22【被災市街地復興特別措置法施行令 第３条】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

資料 法-23【被災市街地復興特別措置法施行規則 第 2条 （建築行為等の許可の申請）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法第七条第一項第一号の政令で定める行為は、次に掲げるものとする。 

一 法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行う土地の形質の変更 

二 既存の建築物の敷地内において行う車庫、物置その他これらに類する附属建築物（階 

数が二以下で、かつ、地階を有しない木造のものに限る。）の新築、改築又は増築 

三 既存の建築物又は工作物の管理のために必要な土地の形質の変更 

四 現に農林漁業を営む者のために行う土地の形質の変更又は物置、作業小屋その他これ 

らに類する建築物（階数が二以下で、かつ、地階を有しない木造のものに限る。）の新築、 

改築若しくは増築（新築若しくは改築に係る部分の床面積又は増築後の床面積の合計が九

十平方メートル以下であるものに限る。） 

法第七条第一項第三号の政令で定める行為は、国、都道府県若しくは市町村（都の特別区 

を含む。）又は当該都市施設を管理することとなる者が都市施設に関する都市計画に適合 

して行う行為とする。 

法第七条第一項の規定による許可の申請は、別記様式第一の申請書を提出してするものと

する。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。ただし、都道府県知 

事等が、これらの図書を得ることができない正当な理由があると認める場合においては、 

この限りでない。 

一 土地の形質の変更にあっては、次に掲げる図書 

イ 当該行為を行う土地の区域を表示する図面で縮尺二千五百分の一以上のもの 

ロ 設計図で縮尺千分の一以上のもの（法第七条第二項第一号イに該当する行為に限

る。） 

二 建築物の新築、改築又は増築にあっては、次に掲げる図書 

イ 敷地内における建築物の位置を表示する図面で縮尺五百分の一以上のもの 

ロ 二面以上の建築物の断面図で縮尺二百分の一以上のもの（法第七条第二項第二号ロ

又はハに該当する行為に限る。） 
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資料 法-24【都市計画法 第 10条（被災市街地復興推進地域）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 法-25【都市計画法施行令 第 4条 

（被災市街地復興推進地域について都市計画に定める事項）】 

第二次建築制限 
 

 

 

資料 法-26【被災市街地復興特別措置法 第８条（土地の買取り等）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 法-27【被災市街地復興特別措置法 第１０条（被災市街地復興土地区画整理事業）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

四 都市計画区域については、都市計画に、被災市街地復興特別措置法（平成七年法律 

第十四号）第五条第一項の規定による被災市街地復興推進地域を定めることができる。 

２ 被災市街地復興推進地域については、都市計画に、名称、位置及び区域のほか、別 

に法律で定める事項を定めるものとするとともに、区域の面積その他の政令で定める事 

項を定めるよう努めるものとする。 

３ 被災市街地復興推進地域内における建築物の建築その他の行為に関する制限につ 

いては、別に法律で定める。 

五 法第十条の四第二項の政令で定める事項は、区域の面積とする。 

都道府県、市町村その他政令で定める者は、都道府県知事等に対し、第三項の規定による

土地の買取りの申出の相手方として定めるべきことを申し出ることができる。 

２ 都道府県知事等は、前項の規定による申出に基づき、次項の規定による土地の買取りの

申出の相手方を定めるときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を公告しなけ

ればならない。 

（中略） 

５ 第二項の規定により土地の買取りの申出の相手方として公告された者は、前項の規定に

より土地を買い取らない旨の通知をしたときは、直ちに、その旨を都道府県知事等に通知

しなければならない。 

被災市街地復興推進地域内の都市計画法第十二条第二項の規定により土地区画整理事業

について都市計画に定められた施行区域の土地についての土地区画整理事業（以下「被災市

街地復興土地区画整理事業」という。）については、土地区画整理法及び次条から第十八条

までに定めるところによる。 
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資料 法-28【被災市街地復興特別措置法 第１1条（復興共同住宅区）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

資料 法-29【被災市街地復興特別措置法 第１3条（宅地の共有化）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 法-30【被災市街地復興特別措置法 第１9条 

（被災市街地復興推進地域内における第二種市街地再開発事業の施行区域の特例）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

資料 法-31【被災市街地復興特別措置法 第 20条 

（都市計画施設の区域内における建築の規制の特例）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

住宅不足の著しい被災市街地復興推進地域において施行される被災市街地復興土地区画

整理事業の事業計画においては、国土交通省令で定めるところにより、当該被災市街地復興

推進地域の復興に必要な共同住宅の用に供すべき土地の区域（以下「復興共同住宅区」とい

う。）を定めることができる。 

２ 復興共同住宅区は、土地の利用上共同住宅が集団的に建設されることが望ましい位置

に定め、その面積は、共同住宅の用に供される見込みを考慮して相当と認められる規模とし

なければならない。 

第十一条第一項の規定により事業計画において復興共同住宅区が定められたときは、施行

地区内の宅地でその地積が指定規模に満たないものの所有者は、前条第一項の期間内に、施

行者に対し、換地計画において当該宅地について換地を定めないで復興共同住宅区内の土地

の共有持分を与えるように定めるべき旨の申出をすることができる。ただし、当該申出に係

る宅地に他人の権利（建築物その他の工作物を使用し、又は収益することができる権利に限

る。）の目的となっている建築物その他の工作物が存するときは、当該申出についてその者

の同意がなければならない。 

２ 前項の規定による申出は、国土交通省令で定めるところにより、当該宅地の地積の合

計が指定規模となるように、数人共同してしなければならない。 

被災市街地復興推進地域内の土地の区域については、当該区域が都市再開発法第三条の二

第二号イ又はロに掲げる条件に該当しないものであっても、これを同号に掲げる条件に該当

する土地の区域とみなして、同法の規定を適用する。 

被災市街地復興推進地域内の都市計画施設の区域内において行われる建築物の建築につ

いての都市計画法第五十五条第一項の規定の適用については、同項中「区域内の土地でその

指定したものの区域」とあるのは、「区域」とする。 
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資料 法-32【被災市街地復興特別措置法 第 22条 

（独立行政法人都市再生機構法の特例）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 法-33【被災市街地復興特別措置法 第 23条 

（地方住宅供給公社法の特例）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第百号。以下この条において「機

構法」という。）第十一条第一項に規定する業務のほか、住宅被災市町村の復興に必要な住

宅の供給等を図るため、当該住宅被災市町村の区域内において、委託に基づき、同条第三項

各号の業務を行うことができる。 

２ 機構が、機構法第十一条第一項第七号の業務を行う場合において、その業務が被災

市街地復興土地区画整理事業、被災市街地復興推進地域内において行われる市街地再開発

事業又は住宅被災市町村の区域内において行われる国土交通省令で定める戸数以上の賃

貸住宅の建設と併せて整備されるべき公共の用に供する施設に係る機構法第十八条第一

項各号に定める工事であるときは、当該工事に係る施設の管理者の同意を得て、その管理

者に代わって、当該工事を施行することができる。この場合には、機構法第十八条第二項

から第五項まで及び第十九条から第二十四条までの規定を準用する。 

３ 前項の規定により機構の業務が行われる場合には、機構法第四十条第二項中「第二

十条第四項」とあるのは、「第二十条第四項（被災市街地復興特別措置法第二十二条

第二項後段において準用する場合を含む。）」とする。 

地方住宅供給公社（次項において「公社」という。）は、地方住宅供給公社法（昭和四

十年法律第百二十四号。次項において「公社法」という。）第二十一条に規定する業

務のほか、住宅被災市町村の復興に必要な住宅の供給等を図るため、当該住宅被災市

町村の区域内において、委託により、住宅の建設及び賃貸その他の管理、宅地の造成

及び賃貸その他の管理並びに市街地において自ら又は委託により行う住宅の建設と

一体として建設することが適当である商店、事務所等の用に供する施設及び集団住宅

の存する団地の居住者の利便に供する施設の建設及び賃貸その他の管理の業務を行

うことができる。 

２ 前項の規定により公社の業務が行われる場合には、公社法第四十九条第三号中「第

二十一条に規定する業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び被災市街地

復興特別措置法（平成七年法律第十四号）第二十三条第一項に規定する業務」とする。 
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資料 法-34【都市計画法 第 19条（市町村の都市計画の決定）】 

第二次建築制限 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村は、市町村都市計画審議会（当該市町村に市町村都市計画審議会が置かれていな

いときは、当該市町村の存する都道府県の都道府県都市計画審議会）の議を経て、都

市計画を決定するものとする。 

２ 市町村は、前項の規定により都市計画の案を市町村都市計画審議会又は都道府県都

市計画審議会に付議しようとするときは、第十七条第二項の規定により提出された意

見書の要旨を市町村都市計画審議会又は都道府県都市計画審議会に提出しなければ

ならない。 

３ 市町村は、都市計画区域又は準都市計画区域について都市計画（都市計画区域につ

いて定めるものにあつては区域外都市施設に関するものを含み、地区計画等にあつて

は当該都市計画に定めようとする事項のうち政令で定める地区施設の配置及び規模

その他の事項に限る。）を決定しようとするときは、あらかじめ、都道府県知事に協

議しなければならない。この場合において、町村にあつては都道府県知事の同意を得

なければならない。 
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東京都震災対策条例を公布する。 

東京都震災対策条例 

東京都震災予防条例(昭和四十六年東京都条例第百二

十一号)の全部を改正する。 

 

目次 

前文 

第一章 総則 

第一節 目的(第一条) 

第二節 知事の責務(第二条―第七条) 

第三節 都民の責務(第八条) 

第四節 事業者の責務(第九条―第十一条) 

第二章 予防対策 

第一節 震災に関する研究、公表等(第十二条) 

第二節 防災都市づくりの推進(第十三条) 

第三節 都市施設及び建築物等の安全の確保(第十四

条―第二十三条) 

第四節 火災の防止等(第二十四条―第三十一条) 

第五節 防災広報及び防災教育(第三十二条・第三十三

条) 

第六節 防災組織(第三十四条―第三十七条) 

第七節 地域における相互支援ネットワークづくり

(第三十八条) 

第八節 ボランティアへの支援(第三十九条) 

第九節 要援護者に対する施策(第四十条) 

第十節 防災訓練(第四十一条・第四十二条) 

第十一節 都民等の意見(第四十三条) 

第三章 応急対策 

第一節 応急体制等の整備(第四十四条―第四十六条) 

第二節 避難(第四十七条―第五十一条) 

第三節 救出及び救助の活動拠点等の確保(第五十二

条) 

第四節 帰宅困難者対策(第五十三条・第五十四条) 

第四章 復興対策 

第一節 震災復興の推進(第五十五条・第五十六条) 

第二節 地域協働復興(第五十七条・第五十八条) 

第五章 委任(第五十九条) 

附則 

地震を予知することが未だ困難な現在、阪神・淡路大

震災をはじめとする都市型地震の経験は、改めて地震

発生直後の危険性と不断の危機管理の重要性を、行政

はもとより多くの人々に知らしめたところである。 

地震による災害から一人でも多くの生命及び貴重な財

産を守るためには、まず第一に「自らの生命は自らが

守る」という自己責任原則による自助の考え方、第二

に他人を助けることのできる都民の地域における助け

合いによって「自分たちのまちは自分たちで守る」と

いう共助の考え方、この二つの理念に立つ都民と公助

の役割を果たす行政とが、それぞれの責務と役割を明

らかにした上で、連携を図っていくことが欠かせない。 

東京都は、全国に先駆けて東京都震災予防条例を制定

し、予防対策重視の視点から地震に強いまちづくりを

進め、行政主導の下で震災を未然に防止し、最小限に

とどめることを目指してきた。 

今後は、この取組を一層進めるとともに、危機管理に

重点を置いた応急対策及び復興対策をも視野に入れた

総合的震災対策の体系を構築し、震災対策の充実及び

強化に努めていくことが極めて重要である。 

東京は、多くの都民の生活の場であるとともに、日本

の首都として政治、経済、文化等の中枢機能が集中し

ている世界でも有数の大都市である。地震による被害

の影響は国内にとどまらず、全世界に及ぶものであり、

資料 条-1 東京都における震災復興に関する条例 

東京都震災対策条例 

（平成１２年１２月２２日 東京都条例第２０２号） 
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地震による災害から東京を守ることは、行政に課せら

れた重大な責務である。 

震災対策の推進に当たっては、区市町村が基礎的自治

体として第一義的責任と役割を果たすものである。そ

の上で、広域的役割を担う東京都が区市町村及び国と

一体となって、都民と連携し、都民や東京に集う多く

の人々の生命及び財産を守り、首都東京の機能を維持

するという決意を表明するとともに、総合的震災対策

の推進の指針を示すため、この条例を制定する。 

 

第一章 総則 

第一節 目的 

第一条 この条例は、地震による災害(以下「震災」と

いう。) に関する予防、応急及び復興に係る対策 (以

下「震災対策」という。) に関し、都民、事業者及び

東京都 (以下「都」という。) の責務を明らかにし、

必要な体制を確立するとともに、予防、応急及び復興

に関する施策の基本的な事項を定めることにより、震

災対策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び

将来の都民の生命、身体及び財産を震災から保護する

ことを目的とする。 

 

第二節 知事の責務 

(基本的責務) 

第二条 知事は、震災対策のあらゆる施策を通じて、

都民の生命、身体及び財産を震災から保護し、

その安全を確保するとともに、震災後の都民

生活の再建及び安定並びに都市の復興を図る

ため、最大の努力を払わなければならない。 

2 前項の目的を達成するため、知事は、震災対策に

関する事業(以下「震災対策事業」という。) の計画(以

下「震災対策事業計画」という。) を策定し、その推

進を図らなければならない。 

3 震災対策事業計画の策定に当たっては、都民、事

業者及びボランティア(以下「都民等」という。)、第

三十四条から第三十六条までの防災組織並びに第五十

八条第一項の復興市民組織の意見を聴くよう努めなけ

ればならない。 

(平一五条例一二四・一部改正) 

(都民及び事業者に対する指導等) 

第三条 知事は、震災対策事業計画の策定及び実施に

当たっては、都民及び事業者の協力を求める

とともに、都民及び事業者が自主的に行う震

災対策活動に対し、積極的に指導、助言、支

援及び協力を行わなければならない。 

(ボランティアに対する支援) 

第四条 知事は、ボランティアが自主的に行う震災対

策活動に対し、積極的に支援及び協力を行わ

なければならない。 

(都民等への助成) 

 

第五条 知事は、都民等が行う震災対策活動に対して、

必要な助成を行うことができる。 

(区市町村との連絡調整及び助成) 

第六条 知事は、震災対策事業の円滑な実施を図るた

め、関係する特別区及び市町村(以下「区市町

村」という。) との連絡調整並びに区市町村

が実施する震災対策事業に対する支援及び協

力を行わなければならない。 

2 知事は、区市町村が実施する震災対策事業に対し、

必要な助成を行うことができる。 

(協力要請) 

第七条 知事は、震災対策事業計画の策定及び実施に

当たり、他の地方公共団体その他の公共的団

体等の協力が必要と認められるときは、当該

公共的団体等に対して協力を要請し、又は他

の地方公共団体等から協力の要請があったと

きは、これに応じなければならない。 

 

第三節 都民の責務 

第八条 都民は、震災を防止するため、自己の安全の

確保に努めるとともに、相互に協力し、都民

全体の生命、身体及び財産の安全の確保に努

めなければならない。 

2 都民は、次に掲げる事項について、自ら震災に備

える手段を講ずるよう努めなければならない。 
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一 建築物その他の工作物の耐震性及び耐火性の確保 

二 家具の転倒防止 

三 出火の防止 

四 初期消火に必要な用具の準備 

五 飲料水及び食糧の確保 

六 避難の経路、場所及び方法についての確認 

3 都民は、震災後の都民生活の再建及び安定並びに

都市の復興を図るため、地域社会を支える一員として

の責任を自覚し、第五十七条の地域協働復興に対する

理解を深めるとともに、震災後においては、相互に協

力して自らの生活の再建及び居住する地域の復興に努

めなければならない。 

4 都民は、知事その他の行政機関が実施する震災対

策事業に協力するとともに、自発的に震災対策活動に

参加する等震災対策に寄与するよう努めなければなら

ない。 

(平一五条例一二四・一部改正) 

 

第四節 事業者の責務 

(基本的責務) 

第九条 事業者は、知事その他の行政機関が実施する

震災対策事業及び都民が行う第五十七条の地

域協働復興に関する活動に協力するとともに、

事業活動に当たっては、その社会的責任を自

覚し、震災の防止並びに震災後の都民生活の

再建及び安定並びに都市の復興を図るため、

最大の努力を払わなければならない。 

2 事業者は、その事業活動に関して震災を防止する

ため、事業所に来所する顧客、従業者等及び事業所の

周辺地域における住民(以下「周辺住民」という。) 並

びにその管理する施設及び設備について、その安全の

確保に努めなければならない。 

3 事業者は、その管理する事業所の周辺地域におけ

る震災を最小限にとどめるため、周辺住民に対する震

災対策活動の実施等、周辺住民等との連携及び協力に

努めなければならない。 

(平一五条例一二四・一部改正) 

(事業所防災計画の作成) 

第十条 事業者は、その事業活動に関して震災を防止

するため、都及び区市町村が作成する地域防

災計画を基準として、事業所単位の防災計画

(以下「事業所防災計画」という。) を作成し

なければならない。 

(事業所防災計画の届出) 

第十一条 都市ガス、電気、通信その他防災対策上重

要な施設として知事が指定する施設を管理

する事業者は、事業所防災計画を作成した

ときは、速やかに知事に届け出なければな

らない。 

 

第二章 予防対策 

第一節 震災に関する研究、公表等 

第十二条 知事は、震災の発生原因及び発生状況、地

域の危険度その他震災に関する事項につい

て、科学的、総合的に調査及び研究を行う

とともに、防災科学技術の開発に努めなけ

ればならない。 

2 都は、耐震性の調査及び研究に資するため、都が

設置する建築物その他の工作物のうち、特に必要と認

める工作物に、強震計を設置しなければならない。 

3 知事は、第一項の調査、研究及び技術の開発の成

果を、積極的に震災対策に反映させるとともに、都民

に公表しなければならない。 

4 知事は、前項に規定するもののほか、震災対策事

業計画その他震災対策に関する情報を積極的に公表す

るよう努めなければならない。 

 

第二節 防災都市づくりの推進 

第十三条 知事は、防災都市づくり(震災を予防し、震

災が発生した場合における被害の拡大を防

ぐため、建築物及び都市施設(都市計画法

(昭和四十三年法律第百号)第十一条第一項

各号に掲げる施設をいう。以下同じ。) 等

について耐震性及び耐火性を確保する措置

その他都市構造の改善に関する措置をいう。

以下この条において同じ。) を推進するた
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め、防災都市づくりに関する計画を策定し

なければならない。 

2 前項の計画には、次に掲げる事項を定めるものと

する。 

一 防災都市づくりに関する施策の指針 

二 地域特性に応じた整備の方針及び整備地域の指定 

三 重点整備地域(防災都市づくりに資する事業を重

層的かつ集中的に実施する地域をいう。) 等の指定 

3 知事は、区市町村と連携を図りつつ、協力して第

一項の計画に基づく事業の推進に努めなければならな

い。 

 

第三節 都市施設及び建築物等の安全の確      

   保 

(都市施設等の耐震性等の確保) 

第十四条 知事は、震災を未然に防止し、震災が発生

した場合における被害の拡大を防止するた

め、都市施設等の耐震性及び耐火性の確保

に努めなければならない。 

(一般建築物の耐震性等の確保) 

第十五条 知事は、一般建築物(次条の特殊建築物等以

外の建築物をいう。) の耐震性及び耐火性

を確保するため、適切な指導を行うととも

に、防災上の相談に応じ、必要と認めると

きは、技術面からの支援を行うよう努めな

ければならない。 

(特殊建築物等の耐震性等の確保) 

第十六条 知事は、特殊建築物(建築基準法(昭和二十

五年法律第二百一号)に規定する特殊建築

物をいう。以下同じ。) その他知事が必要

と認める建築物及び地下街 (消防法 (昭和

二十三年法律第百八十六号) に規定する地

下街をいう。) の耐震性及び耐火性を確保

するため、特に知事が指定するものについ

て、定期的に検査を行い、若しくは当事者

をして行わせ、又は必要があると認めると

きは、そのものの改善について助言し、若

しくは勧告することができる。 

(重要建築物の耐震性等の強化) 

第十七条 知事は、次に掲げる防災対策上特に重要な

建築物について、耐震性及び耐火性の強化

に努め、又は当事者をして努めさせなけれ

ばならない。 

一 震災時に消火、避難誘導及び情報伝達等の防災業

務の中心となる消防署、警察署その他の官公庁建築物 

二 震災時に緊急の救護所又は被災者の一時受入施設

となる病院、学校その他これらに準ずる建築物 

(公共施設等の安全の確保) 

第十八条 知事は、その管理する道路、公園、鉄道、

橋りょう、港湾その他の公共施設及びこれ

らに附属する施設の耐震性及び耐火性を強

化するとともに、定期的に検査を行い、そ

れらの安全の確保に努めなければならない。 

2 前項の規定は、知事が管理する河川及び海岸に設

置する施設について準用する。 

(都市ガス、電気、水道施設等の安全の確保) 

第十九条 都市ガス、電気、上下水道、通信その他防

災対策上重要な施設の管理者は、当該施設

の安全の確保に努めなければならない。 

2 知事は、前項の施設の安全を確保するため必要が

あると認めるときは、当該施設を収容する共同溝の設

置に努めなければならない。この場合において、知事

は、特に耐震性について配慮しなければならない。 

(危険物の落下防止) 

第二十条 知事は、地震により破損し、落下するおそ

れのある中高層建築物の窓ガラス等落下危

険物の落下を防止するため、その安全性に

ついて調査し、研究し、並びに防災上安全

な基準を定めるとともに、安全の確保及び

改修について指導を行うよう努めなければ

ならない。 

(宅地造成地の安全の確保) 

第二十一条 知事は、宅地造成地の地震に対する安全

性について、調査し、研究し、及び防災

上安全な基準を定めるよう努めなければ

ならない。 
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(宅地造成地の検査) 

第二十二条 知事は、地震に対して特に危険な宅地造

成地については、宅地造成等規制法(昭和

三十六年法律第百九十一号)の定めると

ころにより検査し、必要があると認める

ときは、その改善について、助言し、勧

告し、又は命ずることができる。 

(地盤沈下の防止) 

第二十三条 知事は、地盤沈下に起因する震災を防止

するため、都民の健康と安全を確保する

環境に関する条例(平成十二年東京都条

例第二百十五号)の定めるところにより、

地下用水について揚水の抑制に努めなけ

ればならない。 

 

第四節 火災の防止等 

(火災の防止) 

第二十四条 知事は、地震による火災の発生及びその

拡大を防止するため必要な施策を区市町

村と連携を図りつつ、協力して積極的に

推進するよう努めなければならない。 

(初期消火) 

第二十五条 都民は、火気を使用するときは、出火を

防止するため、常時監視するとともに地

震時の出火に備え、消火器等を配備し、

初期消火に努めなければならない。 

(火気使用器具の規制) 

第二十六条 知事は、地震時に出火の危険性の高い設

備及び器具の安全を確保し、出火を防止

するため、その技術の開発及び普及啓発

に努めるとともに、使用及び取扱いにつ

いて、火災予防条例(昭和三十七年東京都

条例第六十五号)の定めるところにより、

必要な規制を行わなければならない。 

(消防水利の確保及び消防力の強化) 

第二十七条 知事は、地震による火災の拡大を防止す

るため、区市町村と連携を図りつつ、協

力して消防水利の確保及び消防力の強化

に努めなければならない。 

2 知事は、その管理する公共施設及び特殊建築物を

整備するときは、防火水槽又はこれに類する施設の設

置に努めなければならない。 

(建築物の不燃化) 

第二十八条 知事は、地震による出火を防止するため、

住宅その他の建築物の不燃化の促進に努

めなければならない。 

2 消防法第九条の三の指定可燃物その他指定可燃物

に類する物品を取り扱う事業者は、その取り扱う施設

の不燃化に努めなければならない。 

(延焼遮断帯の整備) 

第二十九条 知事は、地震による火災の拡大を防止す

るため、区市町村と連携を図りつつ、協

力して延焼遮断帯(火災の拡大を防止す

る目的で設けられる道路、河川、鉄道、

公園等の都市施設及びこれらと近接する

不燃化された建築物等により構成される

不燃空間をいう。) の整備に努めなけれ

ばならない。 

(危険物取扱施設の安全の確保) 

第三十条 知事は、消防法第二条第七項の危険物、高

圧ガス保安法(昭和二十六年法律第二百四

号)第二条の高圧ガスその他これらに類す

る危険物を取り扱う施設の安全性について、

調査し、研究し、及び防災上安全な基準を

定めるよう努めなければならない。 

(有害物取扱施設の安全の確保) 

第三十一条 知事は、毒物、劇物、病原体及び毒素類、

放射性物質その他これらに類する有害物

を取り扱う施設の安全性について、調査

し、研究し、及び防災上安全な基準を定

めるよう努めなければならない。 

 

第五節 防災広報及び防災教育 

(防災広報) 

第三十二条 知事は、区市町村と連携を図りつつ、協

力して、防災に関する広報活動を積極的
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に実施し、都民の防災知識の向上及び防

災意識の高揚に努めなければならない。 

(防災教育) 

第三十三条 都は、区市町村と連携を図りつつ、協力

して、学校教育、社会教育等を通じて防

災教育の充実に努め、並びに区市町村が

次条から第三十六条までの防災組織及び

地域の団体等を通じて行う防災教育に対

し、支援及び協力を行うよう努めなけれ

ばならない。 

 

第六節 防災組織 

(防災市民組織) 

第三十四条 知事は、区市町村が行う地域の自主的な

防災市民組織の育成に対し、支援及び協

力を行い、その充実が図られるよう努め

なければならない。 

(施設の防災組織) 

第三十五条 事業者は、その管理する施設の防災組織

の育成に努めなければならない。 

(業種別の防災組織) 

第三十六条 危険物、毒物、劇物、火薬類その他これ

らに類する物を取り扱う施設又は設備を

管理する者は、業種別の防災組織の組織

化に努めなければならない。 

(防災リーダーの育成) 

第三十七条 知事は、第三十四条の防災市民組織及び

第三十五条の施設の防災組織の活動の促

進を図るため、区市町村及び事業者と連

携を図りつつ、協力してこれらの組織に

おける防災リーダー(これらの組織の行

う出火防止、初期消火、救出及び応急手

当等の震災対策活動において、適切な指

示を与える等中心的役割を担う者をいう。

以下この条において同じ。) の育成に努

めるとともに、区市町村が行う防災リー

ダーの育成に対して、支援及び協力を行

うよう努めなければならない。 

第七節  地域における相互支援ネットワー   

クづくり 

第三十八条 知事は、震災時に、支援活動を行う団体

等が効果的な活動を行う環境を整備する

ため、区市町村が行う地域相互支援ネッ

トワーク(当該区市町村の区域で活動す

る団体等が相互に連携し、補完し合うこ

とにより、被災者に対して必要な支援活

動を一体的に、かつ、効果的に行う仕組

みをいう。) の育成の促進に必要な施策

を講ずるよう努めなければならない。 

 

第八節 ボランティアへの支援 

第三十九条 知事は、ボランティアによる被災者に対

する支援活動の円滑な実施を確保するた

め、区市町村と連携を図りつつ、協力し

て資器材の提供、活動拠点の提供等必要

な支援を行うよう努めなければならない。 

2 知事は、区市町村と連携を図りつつ、協力してボ

ランティアの育成に努めなければならない。 

 

第九節 要援護者に対する施策 

第四十条 知事は、区市町村が行う寝たきりの状態に

ある高齢者、障害者、外国人等震災時に援

護を要する者に対する施策の促進に必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

第十節 防災訓練 

(防災訓練の実施) 

第四十一条 知事は、区市町村と連携を図りつつ、協

力して防災訓練を積極的に行わなければ

ならない。 

2 前項に規定する防災訓練に参加した者が、当該防

災訓練により死亡し、又は傷害を受けたときの補償に

ついては、東京都規則(以下「規則」という。) の定め

るところによる。 

(防災組織の訓練) 

第四十二条 第三十四条から第三十六条までの防災組
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織の責任者は、震災の発生に備え、防災

訓練を実施しなければならない。 

2 前項の防災訓練を実施するときは、初期消火訓練、

避難訓練、救出及び救助訓練並びに応急救護訓練につ

いて、特に配慮しなければならない。 

3 知事は、第一項の防災組織が行う訓練に、職員の

派遣を行うこと等により協力をするよう努めなければ

ならない。 

 

第十一節 都民等の意見 

第四十三条 都民等及び防災組織は、地域の安全性に

ついて常に監視し、地震に対して危険性

のあるものについて知事に意見を述べる

ことができる。 

2 都民は、第四十七条の規定による避難場所の指定

について、知事に意見を述べることができる。 

3 知事は、前二項の規定により都民等及び防災組織

の意見を聴いたときは、これを施策に反映するよう努

めなければならない。 

 

第三章 応急対策 

第一節 応急体制等の整備 

(災害応急体制の整備) 

第四十四条 知事は、震災時における避難並びに救出

及び救助を円滑に行うため必要な体制の

確立及び資器材の整備に努めなければな

らない。 

2 知事は、前項に規定するもののほか、救助活動を

円滑に行うため必要な給水及び備蓄のための施設の整

備に努めなければならない。 

(情報連絡体制の整備等) 

第四十五条 知事は、震災の発生に備え、あらかじめ、

震災に関する情報の収集及び連絡の体制

を整備し、並びに震災時に的確な情報を

都民に周知する方法を講じなければなら

ない。 

(他団体への協力要請の方法) 

第四十六条 知事は、震災の発生に備え、あらかじめ

震災に関する情報の収集及び伝達に必要

な他の地方公共団体その他の公共的団体

等への協力要請の方法を確立しておかな

ければならない。 

 

第二節 避難 

(避難場所の指定) 

第四十七条 知事は、震災時に拡大する火災から都民

を安全に保護するため、広域的な避難を

確保する見地から必要な避難場所をあら

かじめ指定しなければならない。ただし、

火災の拡大するおそれのない地区につい

ては、避難場所を指定しないことができ

る。 

2 知事は、公営住宅を建設するときは、広場の確保

に留意し、その防災機能の充実に努めなければならな

い。 

(避難道路の指定) 

第四十八条 知事は、広域的な避難を確保する見地か

ら震災時に都民が避難場所に安全に避難

するため必要な避難道路をあらかじめ指

定しなければならない。 

(避難場所及び避難道路周辺の不燃化) 

第四十九条 知事は、避難場所及び避難道路の周辺に

存する建築物その他の工作物の不燃化の

促進に努めなければならない。 

(避難誘導方法の確立) 

第五十条 知事は、区市町村と連携を図りつつ、協力

して震災の発生に備え、あらかじめ避難誘

導の方法を確立しておかなければならない。 

(車両による避難の禁止) 

第五十一条 都民は、震災時に避難するときは、路上

の混乱と危険を防止するため、道路交通

法(昭和三十五年法律第百五号)第二条第

八号の車両(以下「車両」という。) を使

用してはならない。 

2 震災時に走行中の車両の運転者は、当該震災時に

行われる交通規制を遵守しなければならない。 
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第三節 救出及び救助の活動拠点等の確保 

第五十二条 知事は、震災時において、被災者の救出

及び救助並びに都民生活の再建及び都市

の復興を円滑に行うため、その活動拠点

等となる土地及び家屋の確保に努めなけ

ればならない。 

2 知事は、前項の土地及び家屋の利用について、利

用計画を作成し、必要があると認めるときは、これを

修正するものとする。 

3 前項の利用計画の作成及び実施に当たっては、知

事は、国及び区市町村との調整に努めなければならな

い。 

4 知事は、震災時に、災害救助法(昭和二十二年法律

第百十八号)第九条第一項又は災害対策基本法(昭和三

十六年法律第二百二十三号)第七十一条第一項の規定

による土地又は家屋の円滑な使用を確保するため、あ

らかじめ当該土地又は家屋を救出及び救助の活動拠点

として指定することができる。この場合において、知

事は、当該土地又は家屋を所有し、及び管理する者に

対し、災害救助法及び災害対策基本法の規定その他必

要な事項を説明し、協力を求めるものとする。 

(平二五条例一一四・一部改正) 

 

第四節 帰宅困難者対策 

(帰宅困難者の事前準備) 

第五十三条 事業所、学校等に通勤し、通学し、又は

買物その他の理由により来店し、若しく

は来所する者等で徒歩により容易に帰宅

することが困難なもの(以下「帰宅困難者」

という。)は、震災時における帰宅に係る

安全を確保するため、あらかじめ徒歩に

よる帰宅経路の確認、家族との連絡手段

の確保その他必要な準備を行うよう努め

なければならない。 

(帰宅困難者対策の実施) 

第五十四条 知事は、震災時における帰宅困難者の帰

宅に係る混乱を防止するため、あらかじ

め区市町村並びに都の区域に近接する県

及び市町村と連携を図りつつ、協力して

帰宅困難者の円滑な帰宅を確保する対策

を行うよう努めなければならない。 

 

第四章 復興対策 

第一節 震災復興の推進 

(平一五条例一二四・節名追加) 

(震災復興体制の確立) 

第五十五条 知事は、震災により重大な被害を受けた

場合で、速やかに計画的な都市の復興等

を図るため必要と認めるときは、東京都

震災復興本部の設置に関する条例(平成

十年東京都条例第七十七号)に基づく体

制をとるものとする。 

(震災復興計画の策定及び震災復興事業の推進) 

 

第五十六条 知事は、前条に規定する場合は、広域的

な復興を推進する見地から、速やかに震

災復興計画を策定しなければならない。 

2 知事は、前項の計画に基づいて震災復興事業の推

進に努めなければならない。 

3 知事は、第一項の震災復興計画の策定及び前項の

震災復興事業の実施を円滑に推進するため、あらかじ

め震災復興に関する施策及び手続を定めることができ

る。この場合において、知事は、当該施策及び手続を

都民に周知しなければならない。 

4 知事は、震災復興計画の策定及び震災復興事業の

推進に当たり、区市町村との調整に努めなければなら

ない。 

(平一五条例一二四・一部改正) 

 

第二節 地域協働復興 

(平一五条例一二四・追加) 

(地域協働復興に対する理解の促進等) 

 

第五十七条 知事は、地域協働復興(震災後において、

都民が相互に協力し、事業者、ボランテ

ィア及び知事その他の行政機関との協働
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により、自主的に自らの生活の再建及び

居住する地域の復興を進めることをいう。

以下同じ。) に対する都民等の理解を深

めるよう努めるとともに、都民の自発的

な意思に配慮して、地域協働復興に関す

る活動を促進しなければならない。 

(平一五条例一二四・追加) 

(復興市民組織) 

第五十八条 知事は、区市町村が行う復興市民組織(地

域協働復興に関する活動を行う市民組織

をいう。以下同じ。) の育成に対し、支

援及び協力を行い、その充実が図られる

よう努めなければならない。 

2 知事は、地域協働復興に関する活動の円滑な実施

を確保するため、区市町村と連携を図りつつ、協力し

て、復興市民組織に対し、情報の提供、相談体制の充

実、資器材の提供等必要な支援を行うよう努めなけれ

ばならない。 

(平一五条例一二四・追加) 

 

第五章 委任 

第五十九条 この条例の施行に必要な事項は、規則で

定める。 

(平一五条例一二四・旧第五十七条繰下) 

 

附 則 

この条例は、平成十三年四月一日から施行する。 

 

附 則(平成一五年条例第一二四号) 

この条例は、平成十六年四月一日から施行する。 

 

附 則(平成二五年条例第一一四号) 

この条例は、災害対策基本法等の一部を改正する法律

(平成二十五年法律第五十四号)第三条の規定の施行の

日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行

する。 

 

(施行の日＝平成二五年一〇月一日) 
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（設置） 

第一条 知事は、東京が震災により重大な被害を受け

た場合において､当該被害の重大性に照らして、

都市の復興並びに都民生活の再建及び安定に関

する事業（以下「震災復興事業」という。）を

速やかに、かつ、計画的に実施するため必要が

あると認めるときは、東京都震災復興本部（以

下｢本部｣という｡）を設置するものとする。 

（組織） 

第二条 本部に本部長､副本部長及び本部員を置く。 

２ 本部長は、知事をもって充てる。 

３ 本部長は、本部の事務を統括し、本部を代表する。 

４ 副本部長及び本部員は、本部長が東京都の職員の

うちから指名する者をもって充てる。 

５ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があ

るときは、その職務を代理する。 

６ 本部員は、本部長の命を受け、本部の事務に従事

する。 

（局） 

第三条 本部に、東京都規則で定めるところにより、

局を置くことができる。 

２ 局に局長を置き、本部長が本部員のうちから指名

する者をもって充てる。 

３ 局長は、局の事務を掌理する。 

（復興総局） 

第四条 本部長は、震災復興事業に係る事業計画、財

政計画、人事計画等を総合的に調整するため必

要があると認めるときは、本部に復興総局を置

くことができる。 

２ 復興総局に局長を置き、本部長が副本部長のうち

から指名する者をもって充てる。 

 

 

 

 

 

（廃止） 

第五条 知事は、震災復興事業が進ちょくし、本部設

置の目的が達成されたと認めるときは、本部を

廃止するものとする。 

（委任） 

第六条 この条例に定めるもののほか、本部に関し必

要な事項は、東京都規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から起算して六月を超えない

範囲内において東京都規則で定める日から施行する｡ 

(平成一〇年規則第二六四号で平成一〇年一二月一

七日から施行)                 
東京都震災復興本部の設置に関する条例 

（平成１０年６月２４日 東京都条例第７７号） 



 
資料-180 

資料 条-2 足立区における震災復興に関する条例 

  

足立区災害対策条例 

（平成１３年１２月２５日 足立区条例第６０号） 

目 次 

第一章 総則 

第一節 目的等(第一条・第二条) 

第二節 区長の責務(第三条―第八条) 

第三節 区民の責務(第九条) 

第四節 事業者の責務(第十条) 

第二章 予防対策 

第一節 災害に関する研究、公表等(第十一条) 

第二節 災害に強いまちづくりの推進(第十二条) 

第三節 建築物等の安全の確保(第十三条―第十七条) 

第四節 火災の防止等(第十八条―第二十一条) 

第五節 防災広報及び防災教育(第二十二条・第二十三条) 

第六節 防災組織(第二十四条―第二十六条) 

第七節 地域における相互支援ネットワークづくり(第二十七条) 

第八節 ボランティアへの支援(第二十八条) 

第九節 要援護者に対する施策(第二十九条) 

第十節 防災訓練(第三十条・第三十一条) 

第十一節 区民等の意見(第三十二条) 

第三章 応急対策 

第一節 応急体制等の整備(第三十三条―第三十五条) 

第二節 避難(第三十六条―第三十九条) 

第三節 救出及び救助の活動拠点等の確保(第四十条) 

第四節 帰宅困難者対策(第四十一条・第四十二条) 

第四章 復興対策(第四十三条) 

第五章 委任(第四十四条) 

付 則 
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第一章 総則 

第一節 目的等 

(目的) 

第一条 この条例は、地震、水害等による自然災害に関する予防、応急及び復興に係る対策(以下「災害対策」と

いう。) に関し、区民、事業者及び足立区 (以下「区」という。) の責務を明らかにし、必要な体制を確立

するとともに、予防、応急及び復興に関する施策の基本的な事項を定めることにより、災害対策を総合的

かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の区民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的と

する。 

(基本理念) 

第二条 前条の目的を実現するため、自らの生命は自らが守るという自助の考え方及び地域での助け合いによっ

て自分たちのまちは自分たちで守るという共助の考え方を持つ区民並びに公助の役割を果たす区は、それ

ぞれの責務と役割を明確にし連携を図りながら、災害対策の充実及び強化に努めていくことを基本理念と

する。 

第二節 区長の責務 

(基本的責務) 

第三条 区長は、災害対策のあらゆる施策を通じて、区民の生命、身体及び財産を災害から保護し、その安全を

確保するとともに、災害後の区民生活の再建及び安定並びに都市の復興を図るため、最大の努力を払わな

ければならない。 

２ 前項の目的を達成するため、区長は災害対策に関する事業(以下「災害対策事業」という。)の計画(以下「災

害対策事業計画」という。) を策定し、その推進を図らなければならない。 

３ 災害対策事業計画の策定に当たっては、区民、事業者及びボランティア(以下「区民等」という。) 並びに第

二十四条及び第二十五条に規定する防災組織の意見を聴くよう努めなければならない。 

(区民及び事業者に対する指導等) 

第四条 区長は、災害対策事業計画の策定及び実施に当たっては、区民及び事業者の協力を求めるとともに、区

民及び事業者が自主的に行う災害対策活動に対し、指導、助言、支援及び協力を行わなければならない。 

(ボランティアに対する支援) 

第五条 区長は、ボランティアが自主的に行う災害対策活動に対し、支援及び協力を行なわなければならない。 

(区民等への助成) 

第六条 区長は、区民等が行う災害対策活動に対し、必要な助成を行うことができる。 

(東京都及び区市町村との連絡調整) 

第七条 区長は、災害対策事業の円滑な実施を図り、首都北東部の機能を維持するため、東京都(以下「都」とい

う。) 及び関係する区市町村との連絡調整を行うとともに、都及び関係する区市町村が実施する災害対策事

業に対し支援及び協力を行なわなければならない。 

(協力要請) 

第八条 区長は、災害対策事業計画の策定及び実施に当たり、他の地方公共団体及び公共的団体等(以下「地方公

共団体等」という。) の協力が必要と認めるときは、当該地方公共団体等に対して協力を要請しなければな

らない。 

２ 他の地方公共団体の災害対策事業につき協力の要請があったときは、区長は、これに応じなければならない。 

第三節 区民の責務 

第九条 区民は、災害を防止するため、自己の安全の確保に努めるとともに、相互に協力し、区民全体の生命、

身体及び財産の安全の確保に努めなければならない。 

２ 区民は、次に掲げる事項について、自ら災害に備える手段を講ずるように努めなければならない。 

一 建築物その他の工作物の耐震性及び耐火性の確保 

二 家具の転倒防止 

三 出火の防止 
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四 初期消火に必要な用具の準備 

五 洪水予報等の水害に関する情報の収集 

六 建築物その他工作物の水害に対する備え 

七 飲料水及び食糧の確保 

八 避難の経路、場所及び方法についての確認 

３ 区民は、区長その他の行政機関が実施する災害対策事業に協力するとともに、自発的に災害対策活動に参加

するよう努めなければならない。 

第四節 事業者の責務 

第十条 事業者は、区長その他の行政機関が実施する災害対策事業に協力するとともに、事業活動に当たっては、

その社会的責任を自覚し、災害を防止するため、最大の努力を払わなければならない。 

２ 事業者は、その事業活動に関して災害の拡大を防止するため、事業所に来所する顧客、従業者等及び事業所

の周辺地域における住民(以下「周辺住民」という。) 並びにその管理する施設及び設備について、その安全の

確保に努めなければならない。 

３ 事業者は、その管理する事業所の周辺地域における災害を最小限にとどめるため、周辺住民に対する災害対

策活動の実施等、周辺住民等との連携及び協力に努めなければならない。 

 

第二章 予防対策 

第一節 災害に関する研究、公表等 

第十一条 区長は、災害の発生原因及び発生状況、地域の危険度その他災害に関する事項について、都、国及び

防災関係機関の協力を得て、調査及び研究を行わなければならない。 

２ 区長は、前項の調査及び研究の成果を、積極的に災害対策に反映させるとともに、区民に公表しなければな

らない。 

３ 区長は、前項に規定するもののほか、災害対策事業計画その他災害対策に関する情報を積極的に公表するよ

う努めなければならない。 

第二節 災害に強いまちづくりの推進 

第十二条 区長は、安心して生活できる災害に強い安全なまちづくりを推進するため、都及び国と協力し、地域

防災総合計画を策定しなければならない。 

２ 区長は、都及び国と協力し、前項の計画に基づく事業の推進に努めなければならない。 

第三節 建築物等の安全の確保 

(一般建築物の耐震性等の確保) 

第十三条 区長は、一般建築物(次条に定める特殊建築物等以外の建築物をいう。) の耐震性及び耐火性を確保す

るため、適切な指導を行うとともに、防災上の相談に応じ、必要と認めるときは、技術面からの支援を

行うよう努めなければならない。 

(特殊建築物等の耐震性等の確保) 

第十四条 区長は、特殊建築物(建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)に規定する特殊建築物をいう。以下同

じ。) その他区長が必要と認める建築物の耐震性及び耐火性を確保するため、特に区長が指定するものに

ついて、定期的に検査を行い、若しくは建築物の所有者等をして行わせ、又は必要があると認めるとき

は、当該建築物の改善について助言し、若しくは勧告することができる。 

(重要建築物の耐震性等の強化) 

第十五条 区長は、次に掲げる防災対策上特に重要な建築物について、耐震性及び耐火性の強化に努め、又は施

設管理者等をして努めさせなければならない。 

一 震災時に情報伝達等の防災業務の中心となる本庁舎及びその他の区の施設 

二 震災時に被災者の一時受入施設となる学校及びその他の区の施設 

(公共施設等の安全の確保) 

第十六条 区長は、その管理する道路、公園、橋りょうその他の公共施設及びこれらに付属する施設の耐震性、
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耐火性等を強化するとともに、定期的に点検を行い、当該施設の安全確保に努めなければならない。 

(落下物の防止) 

第十七条 区長は、地震等により破損し、落下するおそれのある中高層建築物の窓ガラス等の危険物の落下を防

止するため、その安全性について調査し、研究し、並びに防災上安全な基準を定めるとともに、安全の

確保及び改修について指導を行うよう努めなければならない。 

第四節 火災の防止等 

(火災の防止) 

第十八条 区長は、災害による火災の発生及びその拡大を防止するため、都と連携を図り、必要な施策を積極的

に推進するよう努めなければならない。 

(初期消火) 

第十九条 区民は、火気を使用するときは、出火を防止するため常時監視するとともに、災害時の出火に備えて

消火器等を配備し、出火に際しては初期消火に努めなければならない。 

(消防水利の確保及び消防力の強化) 

第二十条 区長は、災害による火災の拡大を防止するため、都と連携を図り、消防水利の確保及び消防力の強化

に努めなければならない。 

２ 区長は、その管理する公共施設及び特殊建築物を整備するときは、都と連携し、防火水槽又はこれに類する

施設の設置に努めなければならない。 

(延焼遮断帯の整備) 

第二十一条 区長は、災害による火災の拡大を防止するため、都と連携を図り、延焼遮断帯(火災の拡大を防止す

る目的で設けられる道路、公園等の都市施設及びこれらと近接する不燃化された建築物等により構成

される不燃空間をいう。) の整備に努めなければならない。 

第五節 防災広報及び防災教育 

(防災広報) 

第二十二条 区長は、都と連携を図り、防災に関する広報活動を積極的に実施し、区民の防災知識の向上及び防

災意識の高揚に努めなければならない。 

(防災教育等) 

第二十三条 区長は、都と連携を図り、学校教育、社会教育等を通じて防災教育の充実に努めるとともに、防災

組織、地域の団体等が行う防災活動、まちづくり活動等を通じて防災知識の普及に努めなければならな

い。 

第六節 防災組織 

(防災区民組織) 

第二十四条 区長は、地域の自主的な防災区民組織を育成するため、支援及び協力を行い、その充実が図られる

よう努めなければならない。 

(施設の防災組織) 

第二十五条 事業者は、その管理する施設の防災組織の育成に努めなければならない。 

(防災リーダーの育成) 

第二十六条 区長は、第二十四条に規定する防災区民組織及び前条に規定する施設の防災組織の活動の促進を図

るため、これらの組織における防災リーダー(災害対策活動について適切な指示を与える等中心的な役

割を担う者をいう。) の育成に努めるとともに、防災関係機関が行う防災リーダーの育成に対して、支

援及び協力を行うよう努めなければならない。 

第七節 地域における相互支援ネットワークづくり 

第二十七条 区長は、災害時に支援活動を行う団体等が効果的な活動を行う環境を整備するため、地域相互支援

ネットワーク(区内で活動する団体等が相互に連携し、補完し合うことにより、被災者に対して必要な

支援活動を一体的に、かつ、効果的に行う仕組みをいう。) の促進に必要な施策を講ずるよう努めなけ

ればならない。 
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第八節 ボランティアへの支援 

第二十八条 区長は、ボランティアによる被災者に対する支援活動の円滑な実施を確保するため、都と連携を図

り、資器材の提供、活動拠点の提供等必要な支援を行うよう努めなければならない。 

２ 区長は、都と連携を図り、専門ボランティアの育成に努めなければならない。 

第九節 要援護者に対する施策 

第二十九条 区長は、高齢者、障害者、外国人等災害時に援護を要する者に対する施策の促進に必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

第十節 防災訓練 

(防災訓練の実施) 

第三十条 区長は、都及び防災関係機関と連携を図り、防災訓練を積極的に行わなければならない。 

２ 前項に規定する防災訓練に参加した者が、当該防災訓練により死亡し、又は傷害を受けたときの補償につい

ては、規則で定める。 

(防災組織の訓練) 

第三十一条 第二十四条及び第二十五条に規定する防災組織の長は、災害の発生に備え、防災訓練を実施しなけ

ればならない。 

２ 前項の防災訓練を実施するときは、初期消火訓練、避難訓練、救出及び救助訓練並びに応急救護訓練につい

て、特に配慮しなければならない。 

第十一節 区民等の意見 

第三十二条 区民等及び防災組織は、地域の安全性について常に監視し、災害時に危険性のあるものについて区

長に意見を述べることができる。 

２ 区長は、前項の規定により区民等及び防災組織の意見を聴いたときは、これを施策に反映するよう努めなけ

ればならない。 

 

第三章 応急対策 

第一節 応急体制等の整備 

(災害応急体制の整備) 

第三十三条 区長は、災害時における避難並びに救出及び救助を円滑に行うため必要な体制の確立及び資器材の

整備に努めなければならない。 

２ 区長は、前項に規定するもののほか、救助活動を円滑に行うため必要な給水施設及び資器材等の備蓄施設の

整備に努めなければならない。 

(情報連絡体制の整備等) 

第三十四条 区長は、災害の発生に備え、あらかじめ災害に関する情報の収集及び連絡の体制を整備し、災害時

に的確な情報を区民等に周知する方法を講じなければならない。 

(他団体への協力要請の方法) 

第三十五条 区長は、災害の発生に備え、あらかじめ災害に関する情報の収集及び伝達に必要な他の地方公共団

体等及び防災関係機関等への協力要請の方法を確立しておかなければならない。 

第二節 避難 

(避難場所の確保及び一時集合場所の指定) 

第三十六条 区長は、災害時に拡大する火災から区民を安全に保護するため、あらかじめ都と協議し、広域的な

避難場所を確保しなければならない。 

２ 区長は、地域住民と協議し広域的な避難場所に集団で避難するための一時集合場所をあらかじめ指定しなけ

ればならない。 

(避難路の整備及び沿道の不燃化) 

第三十七条 区長は、都と連携を図り、災害時に区民が広域的な避難場所に安全に避難するため必要な避難路の

整備に努めなければならない。 
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２ 区長は、避難路の周辺にある建築物その他の工作物の不燃化の促進に努めなければならない。 

(避難誘導方法の確立) 

第三十八条 区長は、都と連携を図り、災害の発生に備え、あらかじめ避難誘導の方法を確立しておかなければ

ならない。 

(車両による避難の禁止) 

第三十九条 区民は、災害時に避難する時は、路上の混乱と危険を防止するため道路交通法(昭和三十五年法律第

百五号)第二条第一項第八号に規定する車両(以下「車両」という。) を使用してはならない。 

２ 災害時に走行中の車両の運転者は、当該災害時に行われる交通規制を厳守しなければならない。 

第三節 救出及び救助の活動拠点等の確保 

第四十条 区長は、災害時において、被災者の救出及び救助並びに区民生活の再建及び都市の復興を円滑に行う

ため、その活動拠点等となる土地及び家屋の確保に努めなければならない。 

２ 区長は、前項の土地及び家屋の利用について利用計画を作成し、必要があると認めるときは、これを修正す

るものとする。 

３ 前項の利用計画の作成及び実施に当たっては、区長は、都及び国との調整に努めなければならない。 

第四節 帰宅困難者対策 

(帰宅困難者の事前準備) 

第四十一条 事業所、学校等に通勤し、通学し、又は買い物その他の理由により来店し、若しくは来所する者で

徒歩により容易に帰宅することが困難なもの(以下「帰宅困難者」という。)は、災害時における帰宅に

係る安全を確保するために、あらかじめ徒歩による帰宅経路の確認、家族との連絡手段の確保その他

必要な準備を講ずるよう努めなければならない。 

(帰宅困難者対策の実施) 

第四十二条 区長は、災害時における帰宅困難者の帰宅に係る混乱を防止するため、あらかじめ近隣の区市町村

と連携を図り、帰宅困難者の円滑な帰宅を確保する対策を講ずるよう努めなければならない。 

 

第四章 復興対策 

第四十三条 区長は、災害により重大な被害を受けた場合、都、国及び防災関係機関等と連携し、被災地の復興

に努めなければならない。 

２ 震災の発生前の震災復興に関する対策及び被災後の復興事業については、別に条例で定める。 

 

第五章 委任 

第四十四条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

付 則 

この条例は、平成十四年一月一日から施行する。  
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足立区震災復興対策及び震災復興事業の推進に関する条例 

（平成１３年６月１４日 足立区条例第４７号） 

 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この条例は、地震により大規模な被害を受けた際の復興に向けて、基本理念、足立区(以下「区」という。)、

区民及び事業者の責務並びに足立区震災復興本部に関する事項を定めることにより、震災の発生(以下「発

災」という。) 前の震災復興に関する対策及び被災後の復興事業を総合的かつ計画的に推進し、もって区民

が安心して住み続けられるまちづくりに寄与することを目的とする。 

 

(用語の定義) 

第二条 この条例において「震災復興」とは、都市復興及び生活復興をいう。 

２ この条例において「都市復興」とは、地震により大規模な被害を受けた市街地において、建築物及び公共施

設等を復旧するとともに、防災性の一層の向上を図り、震災に強い都市づくりを行うことをいう。 

３ この条例において「生活復興」とは、地震により大規模な被害を受けた区民生活の再建及び安定を図ること

をいう。 

４ この条例において「震災復興対策」とは、発災前から被災を最小限に軽減するために総合的な防災まちづく

りを行うことをいう。 

５ この条例において「震災復興事業」とは、震災復興に関わる事業をいう。 

(震災復興の基本理念) 

第三条 震災復興は、区、区民及び事業者が協働・協創により取り組み、区民生活の持続的発展に向けて震災復

興対策及び震災復興事業を推進することにより、被災を繰り返さないまちづくりを行うことを基本理念と

する。 

(区の責務) 

第四条 区は、震災復興対策として、震災復興を計画的、迅速かつ円滑に推進するための行動及び計画作成に関

する指針を策定し、被災後はこの指針に従って震災復興事業を進めるものとする。 

２ 区は、国、東京都及び関係する地方公共団体と連携を図り、震災復興対策及び震災復興事業を推進し、その

他必要な施策を実施するものとする。 

(区民及び事業者の責務) 

第五条 区民は、震災復興対策について理解を深め、被災後は復興に努めるとともに、震災復興事業に協力する

ものとする。 

２ 区内で事業を営む者は、事業活動を行うに当たっては、震災復興対策について理解を深め、被災後は事業活

動を通じて復興に努めるとともに、震災復興事業に協力するものとする。 

 

第二章 足立区震災復興本部 

(復興本部の設置) 

第六条 区長は、震災復興事業を迅速かつ円滑に推進するため必要があると認めるときは、足立区震災復興本部(以

下「復興本部」という。) を設置しなければならない。 

２ 復興本部は、足立区災害対策本部と連携し、第四条第一項に規定する指針に従って震災復興事業を推進する。 

(復興本部の組織及びその職務) 

第七条 復興本部に復興本部長(以下「本部長」という。) 、復興副本部長 (以下「副本部長」という。) 及び本

部員を置く。 

２ 本部長は、区長をもって充てる。 

３ 本部長は、復興本部の事務を統括し、復興本部を代表する。 

４ 副本部長及び本部員は、本部長が区の職員のうちから指名する者をもって充てる。 
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５ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

６ 本部員は、本部長の命を受け、本部の事務に従事する。 

(部及びその職務) 

第八条 復興本部に部を置くことができる。 

２ 部に部長を置き、本部長が本部員のうちから指名する者をもって充てる。 

３ 部長は、部の事務を掌理する。 

(復興本部の事務局) 

第九条 本部長は、震災復興事業を総合的に推進する必要があると認めるときは、復興本部に事務局を置くこと

ができる。 

２ 事務局に局長を置き、本部長が副本部長のうちから指名する者をもって充てる。 

(復興本部の廃止) 

第十条 区長は、震災復興事業が進ちょくしたと認めるとき、又は復興本部設置の目的が達成されたと認めると

きは、復興本部を廃止するものとする。 

 

第三章 雑則 

(財源の確保) 

第十一条 区は、震災復興を計画的、迅速かつ円滑に推進するため、基金の設置等必要な財源の確保に努めるも

のとする。 

(委任) 

第十二条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成３０年３月２８日条例第３号） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。
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足立区震災復興対策及び震災復興事業の推進に関する条例施行規則 

（平成１３年６月１４日 足立区規則第４９号） 

 

(趣旨) 

第一条 この規則は、足立区震災復興対策及び震災復興事業の推進に関する条例（平成十三年足立区条例第四十

七号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

 

(用語) 

第二条 この規則において「組織規則等」とは、足立区組織規則（昭和五十二年足立区規則第九号。以下「組織

規則」という。) 、足立区会計管理室処務規程（昭和四十年足立区訓令甲第七号）、足立区教育委員会事務

局組織規則（平成十二年足立区教育委員会規則第四号。以下「教育規則」という。）及び足立区議会事務

局条例（昭和四十九年足立区条例第十七号。以下「議会事務局条例」という。）並びに分掌事務、所属職

員の指揮監督を規定するその他の規程をいう。 

 

(副本部長) 

第三条 条例第七条第四項の規定により副本部長に充てるものとして本部長が指名する区の職員は、副区長及び

教育長とする。 

２ 条例第七条第五項の規定による職務の代理は、次の順序により行う。 

一 副区長である副本部長 

二 教育長である副本部長 

 

(本部員) 

第四条 条例第七条第四項の規定により本部員に充てるものとして本部長が指名する区の職員は、組織規則第四

条第一項に規定する部長、同条第二項に規定する広報室長、道路整備室長、鉄道立体推進室長、市街地整

備室長、みどりと公園推進室長、建築室長及び会計管理室長、議会事務局条例第二条第一項に規定する局

長並びに教育規則第二条第一項に規定する部の長とする。 

２ 本部長は、必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者を本部員として指名することができる。 

 

(復興本部会議) 

第五条 震災復興事業に係る重要事項を審議するため、復興本部に復興本部会議（以下「本部会議」という。）

を置く。 

２ 本部会議は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成する。 

３ 本部会議は、本部長が招集し、主宰する。 

 

(本部員の職責) 

第六条 本部員は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 本部長の命を受け、又は本部会議の決定に従い、条例第四条第一項に規定する指針（以下「指針」という。）

に基づき震災復興事業に係る事務事業の企画立案を行うこと。 

二 本部長の命を受け、又は本部会議の決定に従い、指針に基づき震災復興事業に係る事務事業を実施するこ

と。 

三 震災復興事業に関して担任する事務事業の執行状況について本部長又は本部会議に報告すること。 

四 その他本部長の特命に関すること。 

２ 前項各号に掲げる事務を実施するに当たり、本部員は、組織規則等に規定する職務権限に基づいて所属職員

を指揮監督する。 
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(部) 

第七条 条例第八条第一項の規定により置く部（以下「部」という。）の名称及び分掌事務は、別に定めるもの

とし、震災復興事業に係る事務事業を実施するものとする。 

２ 条例第八条第二項の規定により本部長が指名する部長（以下「部長」という。）は、前項の分掌事務に対応

する組織規則等における部、局及び室（以下「部等」という。）の長をもって充てる。 

３ 部に属する職員は、第一項の分掌事務に対応する組織規則等における部等に属する職員のうちから部長が指

名する。 

 

(復興本部事務局) 

第八条 条例第九条第一項の規定により置く復興本部事務局（以下「事務局」という。）の事務は、次のとおり

とする。 

一 震災復興事業に関する重要な方針及び計画に係る国、東京都及び他の地方公共団体との連絡調整に関する

こと。 

二 震災復興事業に係る基本的方針並びに事業、財政、人事及び組織に関する計画の総合調整に関すること。 

三 震災復興事業の推進に係る用地利用その他重要事項の全庁的な調整に関すること。 

四 その他事務局に係る庶務に関すること。 

２ 条例第九条第二項の規定により置く局長は、事務局の事務を掌理する。 

３ 事務局に属する職員は、第一項各号に掲げる事務に対応する組織規則等における部等に属する職員のうちか

ら本部長が指名する。 

 

(委任) 

第九条 この規則の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

 

付 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成１９年４月 1日規則第 34号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第 2条の規定は、平成１９年７月１３日から施行する。 

付 則（平成２０年４月１日規則第 70号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成２１年３月２５日規則第 21号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

付 則（平成２９年５月１９日規則第５１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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足立区被災市街地復興整備条例 

（平成１３年１０月２２日 足立区条例第５６号） 

 

(目的) 

第一条 この条例は、大規模な地震により被災した市街地の復興に際し、市街地の計画的な整備について必要な

事項を定めることにより、市街地の復興を円滑に推進し、足立区震災復興対策及び震災復興事業の推進に

関する条例(平成十三年足立区条例第四十七号。以下「対策復興条例」という。) と相まって、震災に強い

市街地の形成に資することを目的とする。 

 

(用語の定義) 

第二条 この条例における用語の意義は、建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)の例によるほか、次の各項に

定めるところによる。 

２ この条例において「建築物等」とは、建築物及び建築物以外の工作物で規則で定めるものをいう。 

３ この条例において「土地区画整理事業」とは、土地区画整理法(昭和二十九年法律第百十九号)第二条第一項に

規定する土地区画整理事業をいう。 

４ この条例において「市街地再開発事業」とは、都市再開発法(昭和四十四年法律第三十八号)第二条第一号に規

定する市街地再開発事業をいう。 

５ この条例において「都市復興事業」とは、対策復興条例第二条第二項の規定に関わる事業をいう。 

６ この条例において「建築物の更新」とは、震災に強いまちづくりを促進するため、耐震性及び耐火性の高い

建築物の新築、改築又は増築を行うことをいう。 

 

(都市復興基本方針の策定) 

第三条 区長は、被災後速やかに、対策復興条例第四条第一項に規定する指針に基づき都市の復興に関する基本

的な方針(以下「都市復興基本方針」という。) を策定し、これを区民及び事業者に広く公表するとともに、

都市復興基本方針に基づき都市復興事業を推進し、その他必要な施策を実施しなければならない。 

 

(復興対象地区の指定) 

第四条 区長は、被災前の市街地の特性及び被災後の被害状況に応じて、次の各号に掲げる地区を復興対象地区

として指定することができる。 

一 重点復興地区震災により、集中的倒壊又は面的焼失、公共施設の損壊等の壊滅的な被害を被り、都市復興

のための公共施設の整備及び建築物等の更新(以下「公共施設の整備等」という。)を緊急的かつ重点的に行

うことが必要な地区 

二 復興促進地区震災により、相当数の建築物等が倒壊又は焼失し、かつ、その地区内の一部の区域が建築物

等の集中的倒壊又は面的焼失、公共施設の損壊等甚大な被害を被り、当該区域を含めた公共施設の整備等を

一体的に行うことが必要な地区 

三 復興誘導地区 震災により、建築物等が倒壊又は焼失し、当該建築物等の更新を誘導することが必要な地

区 

２ 区長は、前項の復興対象地区を指定するための基準を規則で定めるものとする。 

３ 区長は、第一項の復興対象地区を指定したときは、その旨を告示しなければならない。 

 

(復興対象地区の指定の変更) 

第五条 区長は都市復興事業の進ちょく状況を考慮して必要があると認めるときは、前条の指定を変更すること

ができる。 

２ 前条第三項の規定は、前項の場合に準用する。 
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(都市復興基本計画の策定) 

第六条 区長は、東京都震災対策条例(平成十二年東京都条例第二百二号)に基づき東京都が策定する震災復興に関

する計画との整合を図りつつ、都市復興基本方針に基づき、都市復興事業を推進するための計画(以下「都

市復興基本計画」という。) を速やかに策定し、これを区民及び事業者に広く公表するものとする。 

２ 区長は、都市復興基本計画の策定に当たっては、区民及び事業者の意見を聴くとともに、その意見が十分に

反映されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

(都市復興事業の推進) 

第七条 区長は、重点復興地区及び復興促進地区において、都市復興基本計画に基づき、土地区画整理事業、市

街地再開発事業等の面的な整備事業の施行、道路、公園等の公共の用に供する施設の整備、地区計画等の

決定、建築物の不燃化その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 区長は、復興誘導地区において、都市復興基本計画に基づき、地区計画等の決定、建築物の不燃化その他の

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 区長は、都市復興事業の推進に当たっては、区民及び事業者の意見を聴くとともに、その意見が十分に反映

されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

４ 区長は、必要に応じ、都市復興事業を行う者に対し、都市復興基本計画に基づく当該事業の速やかな推進を

要請することができる。 

 

(被災市街地復興推進地域の指定) 

第八条 区は、重点復興地区及び復興促進地区内において、被災市街地復興特別措置法(平成七年法律第十四号。

以下「特別措置法」という。) 第五条第一項の規定に基づき、都市計画に被災市街地復興推進地域(以下「推

進地域」)という。) を定めることができる。ただし、市街地の復興のために必要と認められる場合には、

区は、重点復興地区又は復興促進地区以外においても推進地域を定めることができる。 

 

(建築行為の届出) 

第九条 第四条第一項各号に掲げる復興対象地区のうち、前条の規定により被災市街地復興推進地域を定めた区

域を除く地区において建築物等の建築をしようとする建築主は、規則で定めるところにより、当該建築物

等の内容を区長に届け出なければならない。ただし、次の各号に掲げる建築物等については、この限りで

ない。 

一 非常災害により必要な応急措置として建築する建築物等 

二 国、地方公共団体等が都市復興事業として建築する建築物等 

三 都市計画事業(都市計画法(昭和四十三年法律第百号)第四条第十五項に規定する都市計画事業をいう)の施

行として建築する建築物等 

四 国、地方公共団体又は都市施設(都市計画法第十一条第一項各号に掲げる施設をいう。) を管理することと

なる者が当該都市施設に関する都市計画に適合して建築する建築物等 

五 既存の建築物の敷地内において建築する車庫、物置その他これらに類する附属建築物(階数が 2以下で、か

つ、地階を有しない木造、鉄骨造その他これらに類する構造のものに限る。) 

六 前各号に掲げるもののほか、区長が都市復興事業の施行に特に支障がないと認める建築物等 

２ 前項の規定による届出の期間は、特別措置法第五条第二項の規定に基づき定められた期間の満了の日(前条の

規定による推進地域の定めがない場合は、震災の発生した日から起算して二年を経過する日)までとする。 

 

(情報の提供及び協議) 

第十条 区長は、前条第一項の規定による届出があった場合は、当該届出を行った建築主に対し、震災に強いま

ちづくりを促進するために、必要に応じて建築物等の耐震性及び耐火性を高めるための情報の提供に努め

なければならない。 
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２ 区長は、前条第一項の規定による届出に関して、当該届出を行った建築主と震災に強いまちづくりのための

協議を行うことができる。 

 

(委任) 

第十一条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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足立区被災市街地復興整備条例施行規則 

（平成１４年１月２５日 足立区規則第３号） 

 

(趣旨) 

第一条 この規則は、足立区被災市街地復興整備条例(平成十三年足立区条例第五十六号。以下「条例」という。) 

の施行について必要な事項を定めるものとする。 

 

(定義) 

第二条 条例第二条第二項に規定する建築物以外の工作物で規則で定めるものは、建築基準法施行令(昭和二十五

年政令第三百三十八号)第百三十八条第一項に規定する工作物とする。 

 

(復興地区区分指定基準) 

第三条 条例第四条第二項の規定による復興対象地区を指定するための基準は別表のとおりとし、同表(ろ)欄に掲

げる被害状況及び(は)欄に掲げる被災前の市街地の特性に応じて、(い)欄に掲げる復興地区区分を適用する

ものとする。 

２ 前項に規定する基準の運用については、足立区震災復興対策及び震災復興事業の推進に関する条例(平成十三

年足立区条例第四十七号。以下「震災対策復興条例」という。)第四条に規定する指針に定めるところによる。 

 

(建築行為の届出) 

第四条 条例第九条第一項の規定に基づく建築行為の届出をする建築主は、建築基準法(昭和二十五年法律第二百

一号)第六条第一項に規定する建築確認の申請をしようとする日の三十日前までに建築行為届出書(別記様

式)を区長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定は、届出事項の確認ができたとき以後の建築確認の申請を妨げるものではない。 

 

(届出に伴う協議) 

第五条 条例第十条第二項に規定する協議は、当該届出に係る建築行為に関するまちづくり計画に即して必要な

事項について行うものとする。 

 

付 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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別表(第三条関係) 

(い) (ろ) (は) 

重点復興地区 大被害地区 防災整備の必要性が大きい又は極めて大きい。 

 中被害地区 防災整備の必要性が極めて大きい。 

復興促進地区 大被害地区 防災整備の必要性がある又は防災整備済である。 

 中被害地区 防災整備の必要性が大きい。 

 小被害地区 防災整備の必要性が極めて大きい。 

復興誘導地区 中被害地区 防災整備の必要性がある又は防災整備済である。 

 小被害地区 防災整備の必要性が大きい又は防災整備の必要性がある若しくは

防災整備済である。 

 

備考 

１ (ろ)欄の各被害地区は、震災対策復興条例第四条に規定する指針に基づき作成される街区別被害度分布図をも

とに、次の各号のとおり区分されたものをいう。なお、地区設定の単位は、1ヘクタール以上を目安とする。 

一 大被害地区 被害度が概ね 80パーセント以上の街区が連坦した地区 

二 中被害地区 大被害地区に該当しない地区で、被害度が概ね 50パーセント以上の街区が連坦した地区 

三 小被害地区 大被害地区又は中被害地区に該当しない地区で、部分的な被害が見られる街区が連坦した地

区 

２ (は)欄は、次の各号に掲げる項目について評価し、防災整備の必要性を総合的に判断する。 

一 十分な公共用地の確保状況 

二 幅員 6メートル以上の道路ネットワークの形成状況 

三 火災による延焼拡大の可能性 

四 まちづくり事業の進ちょく状況  
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別記様式（表） （第四条関係） 

建 築 行 為 届 出 書 

  年  月  日 

   （提出先）足 立 区 長 

 

届出者（建築主） 住所 

         氏名 

         電話 （    ）    － 

 

    足立区被災市街地復興整備条例第九条及び同条例施行規則第四条の規定により、 

   次のとおり届け出ます。 

 

１ 代理人の 

  住所、氏名 

（  ）級建築士（  ）登録第   号 （  ）級建築士事務所（  ）登録第   号 

 

住所 

 

氏名            電話 （    ）    － 

 

 （１）住居表示  足立区 

 （２）種  別  建築物・工作物      新築・増築・改築 

 （３）主要用途 

 （４）敷地面積        ㎡ 

 （５）構  造  ＳＲＣ ・ ＲＣ ・ Ｓ ・ Ｗ ・（       ） 

 （６）階数・高さ 地上    階・ 地下    階  高さ    ｍ 

 （７）工事予定期間     年  月  日 ～     年  月  日 

３ 備 考 

 

 

 

主管課記入欄１ 情報提供 済・未 協議事項 なし・あり（協議完了日  年  月  日） 

 協議内容等 

 

 

 

 課 長  係 長  担 当  

２ 
建 
築 
計 
画 
の 
概 
要 
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様式（裏） 

 付近見取図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 配 置 図 ※概ねの配置を、敷地内に図示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
主管課記入欄２  建築確認申請受付日  年  月  日 

 内容確認の結果等 （確認日   年  月  日） 

 
 

 

 課 長  係 長  担 当    
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【その他】 

他-1 マニュアル修正の視点と内容 ............................................................................ 資-199 

他-2 これまでのマニュアル改訂の経過 .................................................................... 資-201 

他-3 足立区における都市復興マニュアルに基づく模擬訓練 .................................. 資-203 

他-4 足立区における土地区画整理事業と 

住宅市街地総合整備事業のモデルプラン ......................................................... 資-228 
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資料 他-1 マニュアル修正の視点と内容 

＊修正の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊主な修正・追加内容 

修正の項目 修正の背景と内容 視点 

全体 

構成の変更 基本的に都の区市町村震災復興標準マニュアルの内容や構成

に合わせた（住宅復興の項目は一部掲載）。また、本編は基本

的に概要、都との連携、事前準備、行動手順を載せ、その他の

関連資料は、資料編に整理。 

（３） 

各課の役割分担 部課の名称の変更を行うと同時に、総括する課が幾つもあり 

分かりにくかったため、総括を１つの課に置き、それぞれ関連

する課などに整理。 

（３） 

第１章 

被災前の調査 被災前に東京都との連携により、都市づくり現行計画の整備 

状況や都市基盤施設の整備水準、災害種類別被害想定図などを 

図面にまとめておき、市街地復興が必要となる可能性がある地

区を「優先調査地区」として抽出しておく。 

（１） 

（１）国や都、区についての新たな取り組み、制度等との整合を図る【時点修正】 

・H21年度以降に改訂された国や都、区についての新たな取り組み、制度等との整合を図

るために、記載されている内容について時点修正を行った。 

・特に、各種災害対応の経験を踏まえ、本マニュアルと同時改訂を行っていた、東京都震

災復興マニュアルおよび区地域防災計画との整合が取れるように見直しを行った。 

（２）実行性が高いマニュアルであること【内容の充実、追加】 

・基本的には、都の区市町村震災復興標準マニュアルで触れている項目を標準とし、「都

市の復興」および「住宅復興の一部」において内容の充実、追加を行った。 
・気候変動による豪雨災害が頻発している中、今後水害からの復興にも取り組んでいくこ

とを勘案して、水害時の場合の取り組み事例を部分的に紹介した。 

（３）より使いやすいマニュアルであること【構成の再考、レイアウトの見直し】 

・基本的には、都の区市町村震災復興標準マニュアルの構成を標準とした。 

・行動プロセスやポイント、工程の伝わりやすさなど、より使いやすいマニュアルとする

ために、各課がどのような手順で行動するのか、また他課や都との連携がわかりやすく

なるように整理した。 
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家屋被害状況調査 区は、発災から１週間の初動期において避難所対応等の応急

対策や復旧に追われ、調査が困難になる可能性もあるため、都

が航空写真や区の情報から図面を作成し、区が補足調査を行う。 

（１） 

被災者生活実態調査 被災前後の生活状況や今後の意向に沿うようにするため、被

災者を対象として被災者生活実態調査（被災者センサス）を都

と調整し、実施する。 

（２） 

オープンスペースの

利用調整 

応急仮設住宅建設候補地と災害廃棄物の一次仮置き場候補地

が重複していることから、応急仮設住宅の建設可能用地につい

ては、優先順位付けを行い、利用調整を図る。 

また、水害時の応急仮設住宅への対応を考慮し、水害時の廃

棄物の特徴なども整理。 

（２） 

第２章 

都市復興の構成 ①調査 ⇒②復興方針<都市の復興>の策定 １）復興まちづ

くり方針、２）地区別復興まちづくり方針 ⇒③復興計画<都

市の復興>の策定 １）復興まちづくり計画、２）地区別復興

まちづくり ⇒復興事業の実施 

（１） 

復興地区区分の設定 復興地区区分は、重点復興地区を「市街地改造予定地区」と

し、復興促進地区および復興誘導地区を「市街修復予定地区」

として復興の対象となる地区を決める。 

（１） 

まちづくり事業 水害時にライフラインが途絶しないような事前の取り組みな

どを事例を用いて紹介。 

（２） 

公共施設の再建 学校教育施設や社会教育施設、社会福祉施設などの公共施設

は、被害状況を把握した後、建て替えの必要性や工期及び費用、

周辺の被害状況を勘案し、再建計画を作成する。 

（１）

追加 

第３章 

応急仮設住宅の想定

される必要量 

応急仮設住宅建設候補地に限りがあることより、応急仮設住

宅必要戸数の推計を見直し、供給可能量を算出。民間の賃貸住

宅の借り上げ等も含めて供給を行う方向とした。 

（２） 

応急修理の実施 住宅等の補修、補強においては、公共住宅等についても追加。

補修、補強に当たり、実施計画を策定後、都と連携して、補修、

補強時の一時移転先等の支援策を検討する。 

（２） 

恒久的な住宅の整備 恒久的な住宅整備を促進するために、区は、公営住宅等の建

替え、補修・新築による住宅戸数を把握するとともに、都に報

告を行い、都は、供給可能量を算出する。 

（２） 
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資料 他-2これまでのマニュアル改訂の経過 

 

１ 都市復興マニュアル改訂の経過 

年度 策定・改訂 備考 

平成 12年度 都市復興マニュアル策定 阪神･淡路大震災の教訓をふまえ、足立区が大地震により

被災した後に、都市復興を推進するための指針として、

都市復興マニュアルを策定した。 

平成 14年度 平成 15年 3月改訂 平成 13・14 年度に実施した「足立区都市復興マニュア

ルに基づく模擬訓練」の成果をふまえた各項目の内容の

充実を図った。 

平成 20年度 平成 21年 3月改訂 以下の点についての充実を図った。 

・ 職員や区民主体の模擬訓練の成果の蓄積と、国・都

の施策動向を反映した。 

・ 被災時に、地区復興まちづくり計画を円滑に立案す

るための指針を作成し、追加した。 

・ 復興のまちづくりにあたっての公共施設の整備水準

を明確に示し、追加した。 
 

 

２ 平成 15年 3月改訂のポイント 

平成 15年 3月改訂は、マニュアル全体の流れに係るような大きな変更はなく、平成 13・14

年度に実施した「足立区都市復興マニュアルに基づく模擬訓練」の成果をふまえた各項目の内

容の充実が主体となっている。 

◆ 各編における修正ポイント 

編 節 
主な修正 

ポイント※ 
その他 

総論編 － ③④  

各論編 

０ ③④  

１ ①②③④ ・足立区地域防災計画との整合 

２ ① ③④  

３ ③④  

４ ③④  

資料編 － ③④ 

・制定済みの条例文・協定文の追加 

・事業内容の更新 

・事業の進捗に合わせた修正（H15.1月時点） 

・「足立区都市復興マニュアルに基づく模擬訓練」概要・

成果について追加 

復興対策

基本図 
１・２  ・事業の進捗に合わせた修正（H15.1月時点） 

 

 

 

 

※ 主な修正ポイント 

① H13・14年度模擬訓練成果による内容の充実 

② 都・震災復興マニュアル改訂に伴う修正 

③ 組織名称変更に伴う修正  （例：企画課→政策課） 

④ 関連条例制定に伴う修正  （例：（仮称）を削除） 
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３ 平成 21年 3月改訂のポイント 

平成 21年 3月改訂は、以下の点についての充実を図った。 

・ 職員や区民主体の模擬訓練の成果の蓄積と、国・都の施策動向を反映した。 

・ 被災時に、地区復興まちづくり計画を円滑に立案するための指針を作成し、追加した。 

・ 復興のまちづくりにあたっての公共施設の整備水準を明確に示し、追加した。 

※ 改訂で対応しきれない課題は、今後の地区環境整備計画や個別計画の改訂時に修正し、
関係各課との調整を図る。 

 
 

◆改訂の主な内容 

項目 内容 

① 復興地区区分の設定 被災後に、地区特性と被災状況に応じた復興対象地区（重点復

興地区、復興促進地区、復興誘導地区）を定めるため、地区設

定の基礎資料となる復興対策基本図１（現況特性）と基本図２

（現行計画）を更新するとともに、事業の進捗と位置づけを踏

まえて、地区区分の判定基準を見直した。 

② 都市復興基本計画(骨子

案)／地区復興まちづくり

計画原案作成指針 

地区の整備履歴による分類を、①重点整備地域等（東京都防

災都市づくり推進計画にもとづく）、②地区計画決定済み地区、

③土地区画整理事業を施行すべき地区（53条地区）、④土地区

画整理事業施行地区、⑤その他の地区の 5区分とし、地区環境

整備計画をふまえた、区分ごとに被災後の対応方針を定めた。 

③ 整備、支援メニューと 

事業手法の追加及び、復興

地区区分による対応方針 

重点復興地区、復興促進地区、復興誘導地区ごとの復興時の

整備・支援内容メニューの適用範囲を見直し、より幅広い復興

まちづくりの取組みを可能にした。 

④ 足立区の被害像と面整

備量、非常時の整備水準 

足立区の被害像を明確にし、それに対応した面整備の目安を

設定した。また、非常時における道路、公園の整備水準を定め

た。 

⑤ 地区復興まちづくり 

計画の協議・策定 

地区復興まちづくり計画の協議を進める際の参考として、東

京都震災復興マニュアルで示された、地域力を活かした地域協

働復興の考え方を記載した。 

⑥ その他 都市復興のプロセスとスケジュールの中で、行政の動きに加

えて、復興に向けた区民の動きを示し、区民との協働の復興ま

ちづくりを進めることを明確に示した。 
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資料 他-3 足立区における都市復興マニュアルに基づく模擬訓練 

 

１ 平成１３年度 模擬訓練 

(1) 概要 

①  目 的   足立区都市復興マニュアルの検証、職員の習熟を図ること 

②  対 象   都市復興において主体的に行動する課および関係課 

企画課、災害対策課、地域振興課、計画調整課、公園緑地課、都市計

画課、 

まちづくり課、都市整備課、住宅課、都市開発課、建築課、指導課、 

副参事（建築防災） 

③  内 容   １ 都市復興のプロセスをおおまかにシミュレーション 

 ２ 検証テーマ：区マニュアル第２章「一時復興まちづくりの推進」

について重点的に検討する 

※対象区域、被害想定は昨年度の模擬訓練のデータ（千住東側地区）を活用 

 
(2)実施内容 

 日 時 内  容 

計画 
部会 

H13.7.4 
 

足立区都市復興マニュアルに基づく模擬訓練について 

・  足立区都市復興マニュアルについて 

・  平成１３年度都市復興マニュアルに基づく模擬訓練実施概要(案) 

・  模擬訓練への参加協力について 

 

 

第１回 H13.7.30 
 

１ ガイダンス 

 ・  足立区都市復興マニュアルについて 

 ・  平成１３年度模擬訓練概要について 

２ 模擬訓練第１回 

 ・  都市復興のプロセスとスケジュールの確認 

 ・  一時復興まちづくりの推進の考え方について 

３ その他 

   震災復興グランドデザイン説明会 

 

 

第２回 H13.8.15 
 

昨年度の訓練データと都市復興のプロセスについて 

①  模擬訓練の対象区域と被害状況の設定について 
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 日 時 内  容 

②  被害概況調査(一次調査)と建築基準法 84条に基づく建築制限 

③  復興対策基本図１（現況特性）、復興対策基本図（現行計画） 

④  家屋被害状況調査（二次調査）と復興対策基本図３ 

⑤  復興地区区分の設定 

⑥  被災市街地復興推進地域の指定 

⑦  都市復興基本計画（骨子案）の策定 

⑧  地区復興まちづくり原案の作成 

第３回 H13.8.20 １ 復興関連条例について 

   足立区震災復興対策及び震災復興事業の推進に関する条例 

   （仮称）足立区被災市街地復興整備条例 

２ 一時復興まちづくりの推進シミュレーション① 

  一時復興まちづくりの推進の主旨と内容(ﾏﾆ p.Ⅱ-1～) 

  (1) オープンスペースの恒常的把握／利用調整(ﾏﾆ p.Ⅱ-2～) 

    ①  オープンスペースの恒常的把握 

    ②  オープンスペースの利用調整 

第４回 H13.8.30 

 

１ （仮称）被災市街地復興整備条例案について 

２ 一時復興まちづくりの推進シミュレーション② 

  (2) 応急仮設住宅等の必要性／供給可能量の把握(ﾏﾆ p.Ⅱ-10～) 

    ①  必要量の把握 

    ②  供給可能量の算定 

    ③  一時提供住宅の利用可能戸数の把握 

  (3) 一時復興まちづくり計画の立案／運営(ﾏﾆ p.Ⅱ-12～) 

    ①  一時復興まちづくりの方針設定 

    ②  応急仮設住宅の建設／運営 

第５回 H13.9.27 

 

１ 足立区被災市街地復興整備条例（案）について 

２ 一時復興まちづくりの推進シミュレーション③ 

  (3) 一時復興まちづくり計画の立案／運営(ﾏﾆ p.Ⅱ-17～) 

    ③  一時提供住宅利用計画 

    ④  住宅応急修理推進計画 

    ⑤  事業用仮設住宅建設計画 

３ その他 

  一時復興まちづくり推進シミュレーションにおける課題・意見 
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２ 平成１４年度 模擬訓練 

(1)概要 

１）目 的 ①  足立区都市復興マニュアルの検証、職員の習熟を図ること 

 ②  区マニュアルの改訂に向けた検討を行うこと 

２）対 象 都市復興（今年度の検証テーマ「各種被害状況の把握」に係る部分）に

おいて主体的に行動する課および関係課 

政策課、災害対策課、地域支援課、計画調整課、都市計画課、まちづ

くり課、 

都市整備課、建築課、指導課、副参事（建築防災） 

３）内 容 検証テーマ：区マニュアル第 1章「各種被害状況の把握」について 

 都市復興プロセスのシミュレーションを行い、重点的に検討する 

 

(2)実施内容 

 日 時 内  容 

計画 
部会 

H14.6.27 
 

足立区都市復興マニュアルに基づく模擬訓練について 

・  平成１４年度都市復興マニュアルに基づく模擬訓練実施概要

(案) 

・  模擬訓練への参加協力について 

第１回 H14.7.19 ガイダンス 

・  都市復興とは 

・  足立区都市復興マニュアルにつ

いて 

・  平成１４年度模擬訓練実施概要

について 

模擬訓練第１回 

都市復興について 

・  過去の模擬訓練の様子（ビ

デオ上映） 

・  都市復興のプロセスとス

ケジュールの確認 

第２回 H14.7.31 震災復興に関する条例について 

・  震災復興に関する条例等の関係 

・  足立区震災復興対策及び震災復

興事業の推進に関する条例 

・  足立区被災市街地復興整備条例 

模擬訓練第２回 

被害状況の把握について 

・  被害概況の把握（第１次） 

・  応急危険度判定調査の実

施 

・  家屋被害状況調査（第２

次）の実施   
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 日 時 内  容 

第３回 H14.8.7 足立区防災センターの見学 模擬訓練第３回 

家屋被害状況調査（第２次）につ

いて 

・家屋被害状況調査（第２次）の

作業の流れ 

・訓練対象区域の概要、被害想定 

・現場踏査訓練（8/29 実施）の

手順確認 

第４回 H14.8.29 模擬訓練第４回 

家屋被害状況調査（第２次）訓練－その１＜現場踏査＞ 

・  訓練内容の確認 ・机上作業 ・現場踏査 

第５回 H14.9.12 現場踏査について 

・  問題点の確認（前回調査票より） 

・  木造、非木造の見分け方、損壊

の程度の見方について 

模擬訓練第５回 

家屋被害状況調査（第２次）訓

練－その２     

            ＜

データ整理＞ 

・  被害台帳（各棟別）の作成 

・  家屋別被害状況図の作成 

第７回 H14.10.16 復興地区区分の設定 

・  復興対策基本図１（現況特性） 

・  復興対策基本図２（現行計画） 

・  復興対策基本図３（被害状況） 

・  模擬訓練対象地区の復興地区区

分を設定 

模擬訓練第７回 

模擬訓練の成果のまとめ 

・  模擬訓練において抽出され

た課題・問題点・提案等の

確認 

・  メンバーより意見・感想 
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(3) 都市復興マニュアル改訂コア会議の開催 

区マニュアルの改訂については、関係課によるコア会議において検討を行った。その

後、模擬訓練メンバーへコア会議にて作成した（案）を示し、意見を募った。 

 

コア会議①（都市計画課、まちづくり課、都市整備課、建築課、指導課、建築防災担

当） 

回 実施日 検討作業項目 

１ 11/27 マニュアル修正ポイント、模擬訓練成果、都マニュアル改訂案の確認 

２ 12/20 マニュアル改訂に向けた全体像 各論編第１章（１）（２）の検討 

３  1/15 昨年度模擬訓練での課題の確認 各論編第１章（３）の検討 

４  1/22 各論編第 1章全体の検討 各論編第 2章事務局案の検討 

５  1/29 分担作業による修正項目の確認 各論編全体の確認 

 

 

 

コア会議②（災害対策課、地域支援課、都市計画課） 

回 実施日 検討作業項目 

１ 2/6 マニュアル改訂方針、各論編第１章の修正点、今後の課題の確認 
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３ 平成１５年度 模擬訓練 

(1)概要 

①目 的 足立区都市復興マニュアルの検証、職員の習熟を図ること 

     区マニュアルの改訂に向けた検討を行うこと 

②対 象 都市復興において主体的に行動する課および関係課 

企画課、災害対策課、地域支援課、計画調整課、都市計画課、まちづ

くり課、 

都市整備課、住宅課、建築課、指導課、副参事（建築防災） 

③内 容 １ 都市復興のプロセスのシミュレーションを行い、重点的に検討する。 

 ２ 検証テーマ：区マニュアル第３章「復興地区区分等の設定」を中心に 

 第１章「各種被害状況の把握」及び第４章「復興都市計画等の策定」    

      について重点的に検討する 

 ※対象区域、被害想定は昨年度の模擬訓練のデータ（千住東側地区）を 

活用 
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(2)実施内容 

 日 時 内  容 

計画 
部会 

H15.6.26 
 

足立区都市復興マニュアルに基づく模擬訓練について 

 ・足立区都市復興マニュアルについて 

 ・平成１５年度都市復興マニュアルに基づく模擬訓練実施概要

(案) 

 ・模擬訓練への参加協力について 

第１回 H15.7.31 
 

ガイダンス 

 ・「足立区都市復興マニュアル」策定と背景について 

 ・平成１５年度模擬訓練概要について 

模擬訓練第１回 

 ・都市復興プロセス（概要）の確認 

 ・被害状況の把握について 

 ・第１次建築制限の指定について 

 ・復興地区区分の設定について 

 ・地区復興まちづくり計画等の策定について 

 ・模擬訓練の成果のまとめ 

第２回 H15.8.21 
 

模擬訓練第２回 

 １ 被害状況の把握 

 ・訓練の目的 

・都市復興のプロセスとスケジュール 

・模擬訓練対象区域の設定 

・家屋被害状況調査の作業の流れ 

・街区別被害度分布図の作成 

・地区別被害状況図の作成 

第３回 H15.9.11 模擬訓練第３回 

 １ 第１次建築制限区域の指定について 

 ・訓練の目的 

 ・訓練の内容 

・都市復興のプロセスとスケジュール 

 ・地区別被害状況図の作成 

・第１次建築制限区域原案の作成 

・都市復興基本方針（案）の策定 
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 日 時 内  容 

第４回 H15.9.25 

 

 模擬訓練第４回 
１ 復興地区区分の設定について 

 ・訓練の目的 

 ・訓練の内容 

・都市復興のプロセス 
 ・復興地区区分の設定 
 ・復興地区区分 
 ・復興対策基本図１－現況特性 
 ・復興対策基本図２－現行計画 
 ・復興地区区分判定基準 
２ 第２次建築制限区域の指定 

 ・被害市街地復興推進地域指定の考え方、要件 

 ・第２次建築制限区域 

 ・第２次建築制限区域と復興地区区分 

第５回 H15.10.9 

 

模擬訓練第５回 
１ 地区復興まちづくり計画の作成 

 ・訓練の目的 

 ・訓練の内容 

・都市復興のプロセス 

 ・都市復興基本計画（骨子案） 

 ・地区復興まちづくり計画原案の作成 

・地区復興まちづくり計画原案作成イメージ 

   復興地区区分の重ね合わせ 

   地区別類型区分ごとの対応方針の設定 

   課題別類型区分による地区整備方針の見直し 

 ・地区復興まちづくり計画原案の作成指針 

    復興まちづくりの目標 

    地区整備の方針（土地利用／市街地復興） 

    地区整備の方針（都市施設／地区施設） 

    地区整備の方針（防災整備／住宅再建等） 

    復興まちづくり方策 

第６回 H15.10.23 模擬訓練第６回 
１.地区復興まちづくり計画原案の作成 
 ・地区復興まちづくり計画原案の作成 
 ・地区復興まちづくり計画原案の策定内容 
 ・地区復興まちづくり計画原案の事例 
 ・地区復興まちづくり計画図（原案）作成イメージ 
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４ 平成１６年度 模擬訓練 

(1)概要 

１）目 的 ①足立区都市復興マニュアルのうち、第２章「一時復興まちづくりの推

進」を 

中心に、マニュアルの検証、職員の習熟を図ること。 

 ②地域住民との共同訓練を行い、コミュニティに十分配慮した一時復興  

まちづくりの計画立案にあたり留意すべき事項を見出す。 

③地域住民とともに被害疑似体験（一泊訓練）を通じて、被害市街地 

の状況を想定し、マニュアルの実効性を検証する。 

２）対 象 訓練に参加する課 

災害対策課、地域支援課、都市計画課、まちづくり課 

  訓練参加団体 

         栗原小学校避難所運営会議及び地元町会・自治会 

３）内 容 ①避難所の円滑な運営を考えること。 

 ②復興を進めるための地域組織のあり方を考えること。 

 ③復興に至るまでの暫定的な生活の場（一時復興まちづくり）のあり方 

を考えること。 
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(2)実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H16.8.7 オリエンテーション 

１ 震災復興の考え方 

２ 訓練の進め方 

３ まちの被害を考える 

４ 災害に対する区の取組み 

５ 「仮設のまち」の事例紹介 

第２回 H16.8.28 
 

まち歩き 

１ まち歩きの進め方について 

２ 班別コースづくり 

３ まち歩きの実施 

４.まちの復興資源マップの作成 

第３回 H16.9.18 
～ 

H16.9.19 
（宿泊） 

 
 
 

一泊訓練 避難所から復興を考える 
〔第１ステージ〕         
１.受付             
 避難所入所手続きの体験    
２.開会式           
３.オリエンテーション     
〔第２ステージ〕        
１.ワークショップ       
 避難所の運営を考える 
夕食・懇談 

 
〔第３ステージ〕 
１.ワークショップ 
 避難所閉鎖から復興を考え
る 
２.就寝 
〔第４ステージ〕 
１.起床・ラジオ体操 
２.朝食 
３.ワークショップ 

第４回 H16.10.16 
 
 

復興への事前の備えを考える 

１.オリエンテーション 

２.訓練のまとめと発表 

３.仮想地域復興協議会シミュレーション 

 



 
資-213 

 

 

 

 
第 

１ 

章 

復
興
体
制
の
構
築 

序 

章 

資 

料 

編  

そ 

の 

他  
 
 

 
第 

２ 

章 

都
市
の
復
興 

 
第 

３ 

章 

住
宅
の
復
興 

５ 平成１７年度 模擬訓練 

(1) 概要 

１）目 的 復興まちづくり訓練に先駆け、職員を対象とした「足立区都市復興マ 

ニュアルに基づく復興模擬訓練」を実施し、模擬訓練を経験した職員は、

訓練の支援・サポートとして引き続き参加する。震災後の地域社会におい

て、地域住民・ボランティア、事業者など及び行政の連携による地域協働

復興を推進していくための母体となる地域住民の組織（復興市民組織）を

育成し、住民参加の共同作業により問題解決を図りながら、地域課題、地

域復興に関する計画などを検討する｢復興まちづくり訓練｣を行う 

２）対 象 訓練に参加する課 

災害対策課、区民課、都市計画課、まちづくり課、密集地域整備課 

都市開発課、建築調整課、開発指導課 

  訓練参加団体 

         千寿第五小学校防災協議会及び地元町会・自治会 

３）内 容 ①避難所の円滑な運営を考えること。 

 ②復興を進めるための地域組織のあり方を考えること。 

 ③復興に至るまでの暫定的な生活の場（一時復興まちづくり）のあり方 

を考えること。 

 

(2) 職員向け模擬訓練実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H17.10.18 １.震災復興本部の設置 

２.ガイダンス 

 ・訓練の意義 

 ・都市復興とは 

 ・震災復興の推進に向けた取組み等 

第２回 H117.11.1
. 
 

１.第➀次建築制限の実施 

２.復興地区区分の設定 

３.被災市街地復興整備条例に基づく復興対象地区の指定 

４.第２次建築制限の実施 

第３回 H17.11.15 
 

１.都市復興基本計画（骨子案）の作成 
２.地区復興まちづくり計画等の策定 

第４回 H17.12.5 
 

１.模擬訓練成果のまとめと発表 
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(3) 地域向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H18.1.26 復興まちづくり組織の立上げ 

１.復興まちづくり訓練の提案 

２.意見交換 

第２回 H18.2.25. 
 

ガイダンスと、まちの被害・復興について考える 

１.ガイダンス 

 ・足立区の被害想定と地域危険度 

 ・震災復興の流れと事例の紹介 

 ・訓練の進め方 

２.復興の視点でまちを歩こう 

３.まちの復興資源マップの作成 

４.成果発表 

第３回 H18.3.12 
 
 

避難所生活から復興に向けた課題を考える 
１.被災者による体験談 
２.避難所の管理・運営 
３.ワーク① 避難所のあり方を考える 
４.ワーク② 避難所閉鎖から復興に向けた課題を考える 
５.成果発表 

第４回 H18.3.26 
 
 

仮設市街地づくりと復興まちづくり計画 

１.ワーク① 仮設市街地づくり 

２.ワーク② 復興まちづくり計画を考える 

３.成果発表 
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６ 平成１８年度 模擬訓練 

(1) 概要 

１）目 的 足立区都市復興マニュアルに基づき、都市復興担当職員を対象とした 

「都市復興擬訓練」を実施し、被災直後からの都市復興プロセスの習熟と 

危機管理意識の啓発を図り、震災発生後の適切な対応づくりを強化した上 

で、震災時における地域の復興まちづくりに不可欠な区民などの理解と協 

力を得なければならない。そのため、避難所運営本部と協働して、災害時 

の応急対応後の地域復興を考える。 

実施にあたり東京都復興市民組織育成事業の制度を活用し、地域住民及 

び都・区とともに、建築士や弁護士などの専門家支援組織と協働で訓練 

を行う。 

２）対 象 訓練に参加する課 

災害対策課、千住区民事務所、都市計画課、まちづくり課、密集地域

整備課 

住宅課、建築調整課、開発指導課 

  訓練参加団体 

         千寿小学校避難所運営本部及びＰＴＡ並びに地元町会・自治会 

３）内 容 ①地域住民の防災意識を高め、大震災時の被害を少なくするための減災 

まちづくりにつなげること。 

 ②中長期的な防災まちづくりに活かしていくこと。 

 ③震災に備えた復興への｢地域力｣を育てていくこと。 

 

(2) 職員向け模擬訓練実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H18.11.15 １.ガイダンス 

 ・都市復興プロセス（概要）の確認 

 ・第１次建築制限区域図の作成 

 ・復興地区区 

・第２次建築制限区域図の作成 

第２回 H18.11.22 
 

１.地区復興まちづくり計画案（図）の作成 

２.都市復興プロセス手順に関する課題検討 

第３回 H18.12.7 
 

１.模擬訓練成果のまとめと発表 
２.専門家とのディスカッション 
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(3) 地域向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H18.12.20 事前役員ガイダンス 

１.復興まちづくり訓練の提案 

２.意見交換 

第２回 H19.1.28 
 

震災に備えて 

１.足立区の被害想定等 

２.被災者の体験談を聞く 

まち歩きと復興資源マップの作成 

１.復興の視点でまちを歩く 

２.まちの復興資源マップの作成 

３.成果発表と意見交換 

第３回 H19.2.18 
 
 

円滑な避難所運営と仮設市街地について考える 
１.備蓄倉庫の点検 
２.避難所のあり方の検討 
 ・チームごとの検討 
３.仮設市街地のすがたを考える 
 ・模型を使ったチームごとの検討 
４.成果発表と意見交換 

第４回 H19.3.11 
 
 

震災前の事前の備えを考える 

１. 防災まちづくり活動の紹介 

２. 復興にむけた事前の備えを考える 

・ チームごとの検討 

３. ミニ・シンポジウム 

・各チームの発表とパネルディスカッション 
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７ 平成１９年度 模擬訓練 

(1) 概要 

１）目 的 東京が大きな震災にみまわれた場合、多くの住民はまちに留まり、く 

らしとまちの復興を目指していかなければならない。まちが被災し、多 

くの人々が避難所に逃れ、その避難所での不自由な生活を強いられる。 

その中から、復興へのパワーを育み、復興へのプログラムを編み出して 

いく必要がある。そのため、事前に災害時の都市復興に関係する課職員 

を対象とした庁内訓練を実施し、住民と協働で、従来の防災訓練を一歩 

進めた地域訓練を一体的に実施する 

２）対 象 訓練に参加する課 

危機管理課、災害対策課、千住区民事務所、産業振興課、福祉管理課、 

都市計画課、まちづくり課、密集地域整備課、住宅課、建築審査課、 

建築調整課、開発指導課、市街地整備課 

  訓練参加団体 

         千寿本町小学校避難所運営本部及びＰＴＡ並びに地元町会・自治会 

３）内 容 ①発災から震災復興までの流れを理解する。 

 ②避難所のあり方を考える。 

 ③復興に至るまでの暫定的な生活の場（仮設市街地）のあり方を考え 

 ること。 

 ④復興まちづくりのあり方の検討を通して、震災時に備えた復興への 

「地域力」を発揮できる体制づくりを学ぶ。 
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(2) 職員向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H19.10.1 ガイダンス 

１.訓練の概要説明 

２.専門家による講演 

第２回 H19.10.18 
 

建築制限を考える 

１.足立区都市復興マニュアルの説明 

２.前提条件と検討項目の説明 

３.検討作業 

 ・第一次建築制限の検討 

 ・復興地区区分の検討 

 ・第二次建築制限の検討 

４.成果発表／講評 

第３回 H19.11.7 
 
 

復興まちづくり計画原案を考える 
１.検討項目の説明 
２.検討作業 
 ・地区復興まちづくり計画原案の検討 
復興模擬訓練成果発表会 
１.検討の経過説明 
２.成果発表 
 ・各班による成果発表 
 ・出席者からの質問、意見 
 ・専門家による講評 
３.訓練で出された課題とその対応の検討 
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（3）地域向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H19.11.7 事前役員ガイダンス 

１.震災事例の映像紹介 

２.復興まちづくり訓練の概要 

３.意見交換 

第２回 H19.12.2 
 

ガイダンス・まち歩き 

１.訓練の概要説明 

２.震災事例の映像紹介 

３.対象地区の被害想定の紹介 

 ・訓練用被害想定 

 ・延焼シミュレーション 

４.復興の視点でまちを歩く 

５.まちの復興資源マップの作成 

第３回 H20.2.17 
 
 

震災に備えて 
１.復興まちづくり訓練の紹介 
２.緊急地震速報の体験 
３.被災者による体験談 
避難所生活から仮設市街地づくりを考える 
１.ワークの進め方 
２.ワーク①避難所のあり方を考える 
３.ワーク②仮設市街地づくりを考える 
４.成果発表 

第４回 H20.3.2 
 
 

復興まちづくり計画を考える 

１.ワークの進め方 

２.ワーク①復興まちづくり計画を考える 

３.ワーク②事前復興を考える 

４.成果発表 



 
資料-220 

８ 平成２０年度 模擬訓練 

(1)職員向け訓練の概要 

平成２０年度は、東京都が実施する都市復興模擬訓練において足立区千住一丁目～五

丁目が対象区域となったことから、当訓練を職員向け訓練と位置付けた。 

以下は、都市復興模擬訓練の実施概要である。 

１）目 的 ①区市町村職員を対象に模擬訓練を行い、都市復興への一層の意識

向上と復興手順の習熟を図る。 

 ②震災復興マニュアル（復興施策編・都市の復興）を検証し、内容

の充実を図る。 

２）対 象 訓練に参加する課 

災害対策課、公園課、都市計画課、まちづくり課、密集地域整備課 

建築指導課、建築審査課、建築道路課、建築部副参事（耐震化促進） 

３）内 容 ①都市復興の基本的な手順を確認するため、各区市町村復興関係職

員の共同訓練方式とする。 

 ②東京都震災復興マニュアルに基づき、震災直後の被害概況調査か

ら復興まちづくり計画策定までの各復興プロセスについて、図上

及び実地のワーキングによる訓練作業等を行う。 

 

(2) 職員向け実施内容 

 日 時 内  容 

担当者連
絡会 

H20.11.7 １.震災復興マニュアル（都市の復興）の概要説明 

２.平成 19年度都市復興模擬訓練に関する報告 

３.平成 20年度都市復興模擬訓練のガイダンス など 

第１回 H20.7.18 
 

１.首都大学東京 中林教授の講演 

２.千住一～五丁目地内のまち点検（実地調査） 

３.家屋被害概況調査の演習、まち点検マップの作成 など 

第２回 H20.8.8 
 
 

１.復興対象地区区分図の検討 
２.復興まちづくり計画案（図）の検討 
３.グループディベート など 

第３回 H20.9.12 １.復興まちづくり計画案（図）の作成 
２.第二次建築制限区域図の検討 
３.阪神・淡路復興担当者による講演 など 

第４回 H20.10.10 １.復興まちづくり計画案（図）の成果発表 
２.専門家及び災害復興まちづくり支援機構参加者による講評 
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(3)地域向け訓練の概要 

１）目 的 東京が大きな震災にみまわれた場合、多くの住民はまちに留まり、く 

らしとまちの復興を目指していかなければならない。まちが被災し、多 

くの人々が避所に逃れ、その避難所での不自由な生活を強いられる。そ 

の中から、復興へのパワーを育み、復興へのプログラムを編み出してい 

く必要がある。そのため、事前に職員向け訓練に参加した職員と住民の 

協働による、従来の防災訓練を一歩進めた地域訓練を実施する 

２）対 象 訓練に参加する課 

危機管理室副参事（防災）、災害対策課、千住区民事務所、公園課、 

福祉管理課、都市計画課、まちづくり課、密集地域整備課、 

建築指導課、建築審査課、建築道路課、建築部副参事（耐震化促進） 

  訓練参加団体 

         千寿桜堤中学校避難所運営本部及びＰＴＡ並びに地元町会・自治会 

３）内 容 ①発災から震災復興までの流れを理解する。 

 ②避難所のあり方を考える。 

 ③復興に至るまでの暫定的な生活の場（仮設市街地）のあり方、復興 

  まちづくり組織の立ち上げを考える。 

 ④復興まちづくりの流れを理解する。 

 ⑤復興に向けた事前の備えを考える。 
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（4）地域向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H20.11.30 
 

ガイダンス・まち歩き 

１.訓練の概要説明 

２.震災事例の映像紹介 

３.対象地区の被害想定の紹介 

 ・訓練用被害想定 

 ・延焼シミュレーション 

４.復興の視点でまちを歩く 

５.まちの復興資源マップの作成 

６．成果の発表 

第２回 H21.2.22 
 
 

震災に備えて 
１.復興まちづくり訓練の紹介 
２.阪神・淡路大震災の被災者による体験談 
避難所生活から復興を考える 
１.ワークの進め方 
２.ワーク①被災後 1週間～1ヵ月「避難所のあり方を考える」 
３.ワーク②被災後 1ヵ月以降「まちの復興に向けて」 
４.成果発表 

第３回 H21.3.15 
 
 

復興に向けた事前の備えを考える 

１.足立区における復興まちづくり 

２.ワークの進め方 

３.ワーク 復興に向けた事前の備えを考える 

４.成果発表 
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９ 平成２１年度 模擬訓練 

(1)職員向け訓練の概要 

平成２１年度 足立区都市復興マニュアルに基づく職員復興模擬訓練を次のとおり開

催した。 

 (2) 職員向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H21.9.30 1.講演 

2.地区まちづくりの現状と課題 

3.フィールドワーク・まちの診断マップ作成 など 

第２回 H21.10.28 1.第一次建築制限区域の検討 
2.復興地区区分の検討 
3.第二次建築制限区域の検討  など 

第３回 H21.11.18 1.地区復興まちづくり計画原案の検討 など 

 

１０ 平成２２年度 模擬訓練 

(1)職員向け訓練の概要 

平成２２年度 足立区都市復興マニュアルに基づく職員復興模擬訓練を次のとおり開

催した。 

 (2) 職員向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H23.2.10 1.地区まちづくりの現状と課題 

2.まちの診断マップ作成 など 

第２回 H23.2.17 1.第一次建築制限区域の検討 
2.復興地区区分の検討(重点復興地区・復興促進地区・復興誘導地区) 
3.第二次建築制限区域の検討 など 

第３回 H23.2.24 1.地区復興まちづくり計画原案の検討 など 
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１１ 平成２３年度 模擬訓練 

(1)職員向け訓練の概要 

平成２３年度 足立区都市復興マニュアルに基づく職員復興模擬訓練を次のとおり開

催した。 

 (2) 職員向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H24.1.28 1.第一次家屋被害状況調査について 

2.第二次家屋被害状況調査について 

3.義捐金の配布事務について など 

第２回 H24.1.31 1.まちの被害状況把握 
2.まちの診断マップ案(被害概況図)の作成 
3.まちの診断マップ案(被害状況図)の作成 など 

第３回 H24.2.14 1.第一次建築制限区域の検討 
2.復興地区区分の検討(重点復興地区・復興促進地区・復興誘導地区)

 など 

第４回 H24.2.28 1.第二次建築制限区域案の検討 
2.地区復興まちづくり計画案の検討  など 
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１２ 平成２４年度 模擬訓練 

(1)職員向け訓練の概要 

平成２４年度は、都市建設部の職員に都市復興マニュアルに基づく震災復興の流れを

理解してもらうための研修へ変更した。これまでに開催している職員模擬訓練に参加し

たことのない職員に対し、職員復興模擬訓練（初級編）として実施した。 

 (2) 職員向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H25.3.13 1.足立区の都市復興の取り組み 

2.職員復興模擬訓練の概要  

3.被災地派遣者による現地報告 など 

 

１３ 平成２５年度 模擬訓練 

(1)職員向け訓練の概要 

平成２５年度は、引き続き職員復興模擬訓練（初級編）として実施した。 

 (2) 職員向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H26.2.5 1.足立区の都市復興の取り組み 

2.職員復興模擬訓練の概要  

3.東京都震災復興マニュアル（復興施策編）に基づく都市復興模擬

訓練報告 

4.被災地災害派遣報告 など 

 

１４ 平成２６年度 模擬訓練 

(1)職員向け訓練の概要 

平成２６年度は、足立区都市復興マニュアルに基づく職員復興模擬訓練（中級編）と

して実施した。 

 (2) 職員向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H27.3.5 1.まちの被害状況と地区の問題点を考える 

2.都市復興基本方針を考える 

3.建築制限と復興地区区分を考える など 

 

 



 
資料-226 

１５ 平成 27年度 第５地区防災まちづくり勉強会スタートアップ会議 

区では大規模地震に備え、住宅密集地で建替えをしやすくするために、平成 27年

4月 1日から当地区を含む中南部一帯地区を｢不燃化特区｣に指定するとともに、「新

たな建替えルール」を 12月 17日から導入した。 

しかし、地震時の危険度が最も高い千住地区では、燃えにくい建物への建替えだけで

なく、避難ができる道路や広場の整備も大切な取組みとなることから、地域住民を主

体とした「第５地区防災まちづくり勉強会」を次の通り開催した。 

■日時：平成 28年 3月 6日（日）18:00～20:00 

■場所：足立区立千寿双葉小学校ランチルーム（足立区千住大川町 17番 1号） 

■対象：千住元町、千住大川町、千住柳町、千住寿町、千住龍田町、千住中居町（計

8,827世帯）の各町会の役員等、10町会、30名程度の参加 
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１6 平成３0年度 模擬訓練 

(1)職員向け訓練の概要 

平成３0年度は、都市建設部と危機管理部の合同研修として模擬訓練を実施した。 

(2) 職員向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 H31.2.27 1.まちの問題点と資源を考える 

2.まちの被害状況を考える 

3.都市復興基本方針を考える 

4.建築制限と復興地区区分を考える 

5.地区復興まちづくり計画原案を作成する  

 

１7 平成３１年度 模擬訓練 

(1)職員向け訓練の概要 

平成３１年度は、都市建設部と危機管理部の合同研修として模擬訓練を実施した。 

(2) 職員向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 R2.2.6 1.まちの問題点と資源を考える 

2.まちの被害状況を考える 

3.都市復興基本方針を考える 

4.建築制限と復興地区区分を考える 

5.地区復興まちづくり計画原案を作成する  

 

１8 令和 2年度 模擬訓練 

(1)職員向け訓練の概要 

令和 2年度は、都市建設部と危機管理部の合同研修として模擬訓練を実施した。 

(2) 職員向け実施内容 

 日 時 内  容 

第１回 R3.3.8～ 
R3.3.12 

新型コロナウイルス対応のため自席での実施とし、マニュアル修正

版の確認をした  

 

   



 
資料-228 

資料 他-4市街地改造予定地区で導入する土地区画整理事業と住宅市街地総合整備事業

（密集住宅市街地整備型）のケーススタディ 

※平成 20年度足立区震災復興マニュアル資料 

 



 
資-229 

 

 

 

 
第 

１ 

章 

復
興
体
制
の
構
築 

序 

章 

資 

料 

編  

そ 

の 

他  
 
 

 
第 

２ 

章 

都
市
の
復
興 

 
第 

３ 

章 

住
宅
の
復
興 

  



 
資料-230 

  



 
資-231 

 

 

 

 
第 

１ 

章 

復
興
体
制
の
構
築 

序 

章 

資 

料 

編  

そ 

の 

他  
 
 

 
第 

２ 

章 

都
市
の
復
興 

 
第 

３ 

章 

住
宅
の
復
興 

  



 
資料-232 

  



 
資-233 

 

 

 

 
第 

１ 

章 

復
興
体
制
の
構
築 

序 

章 

資 

料 

編  

そ 

の 

他  
 
 

 
第 

２ 

章 

都
市
の
復
興 

 
第 

３ 

章 

住
宅
の
復
興 

 


